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3.2 社会的状況 

3.2.1 人口及び産業の状況 

 (1) 人口の状況 

 

関係市町における平成 27 年～令和元年の人口及び世帯数は表 3.2-1 に示すとおりである。 

敦賀市においては人口は減少傾向にあるが、世帯数は増加しており、南越前町においては、人口

及び世帯数ともに減少傾向にある。 

 

表 3.2-1 人口(住民基本台帳人口)及び世帯数の推移 

(各年 10 月 1日現在) 

町名 年 
人口(人) 

世帯数 
総数 男 女 

敦賀市 

平成 27 年 66,187 32,557 33,630 26,530 

平成 28 年 65,776 32,377 33,399 26,664 

平成 29 年 65,422 32,213 33,209 26,767 

平成 30 年 64,930 32,031 32,899 26,912 

令和元年 64,474 31,827 32,647 27,079 

南越前町 

平成 27 年 10,799 5,172 5,627 3,348 

平成 28 年 10,639 5,102 5,537 3,357 

平成 29 年 10,491 5,031 5,460 3,337 

平成 30 年 10,300 4,939 5,361 3,316 

令和元年 10,135 4,878 5,257 3,290 
出典：「福井県の推計人口」(福井県ホームページ 

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/toukei-jouhou/zinnkou/jinkou.html 令和 2年 4 月 20 日閲覧) 
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 (2) 産業の状況 

   1) 産業構造及び産業配置 

関係市町における平成 27 年の産業別就業者数は表 3.2-2 に示すとおりである。 

敦賀市では「卸売業、小売業」、「建設業」、「製造業」、南越前町では「製造業」、「医療、福祉」、

「卸売業、小売業」の就業人口比率が高い。 

 

表 3.2-2 産業別就業者数(平成 27 年) 

部門 大分類 
敦賀市 南越前町 

人口(人) 

第 1次産業 
農業、林業 533 342 

漁業 82 59 

第 2 次産業 

鉱業、採石業、砂利採取業 11 18 

建設業 4,404 492 

製造業 4,344 1,377 

第 3 次産業 

電気・ガス・熱供給・水道業 1,294 24 

情報通信業 352 44 

運輸業、郵便業 1,881 233 

卸売業、小売業 4,628 680 

金融業、保険業 578 73 

不動産業、物品賃貸業 362 22 

学術研究、専門・技術サービス業 1,766 103 

宿泊業、飲食サービス業 2,113 329 

生活関連サービス業、娯楽業 1,108 124 

教育、学習支援業 1,255 195 

医療、福祉 3,904 719 

複合サービス事業 293 106 

サービス業(他に分類されないもの) 2,396 316 

公務(他に分類されるものを除く) 1,027 219 

分類不能の産業 489 28 

総数 32,820 5,503 
出典：「平成 27 年国勢調査 就業状態等基本集計」(総務省統計局ホームページ 

http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2015/kekka.htm 令和 2 年 4月 20 日閲覧) 
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   2) 生産品目、生産量及び生産額 

  (a) 農業 

関係市町における農業産出額は表 3.2-3 に示すとおりである。 

敦賀市、南越前町では「野菜」の産出額が最も多い。 

 

表 3.2-3 農業産出額(推計)(平成 30 年) 

(単位：1,000 万円) 

種別 敦賀市 南越前町 

耕種 

米 53 76 

麦類 - 0 

雑穀 0 1 

豆類 0 0 

いも類 0 0 

野菜 20 50 

果実 3 5 

花き 1 x 

工芸農作物 - - 

 茶 - - 

種苗・苗木類・その他 0 x 

畜産 

肉用牛 5 - 

乳用牛 0 1 

 生乳 x x 

豚 - - 

鶏 0 0 

 
鶏卵 x x 

ブロイラー - - 

その他畜産物(養蚕含む) - - 

加工農産物 - - 

合計 82 138 

注)1.「0」は単位に満たないもの、「－」は事実のないもの、「x」は非公表のものを示す。 

2. 統計数値については、表示単位未満を四捨五入したため、合計値と内訳の計が一致 

しない場合がある。 

出典：「平成 29 年市町村別農業産出額(推計)(農林水産省ホームページ 

http://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/sityoson_sansyutu/index.html 

令和 2 年 4月 20 日閲覧) 

 

  (b) 林業 

関係市町における平成 27 年の所有形態別林野面積は表 3.2-4 に示すとおりである。 

敦賀市及び南越前町においては、「民有林」が多くを占めている。 

 

表 3.2-4 所有形態別林野面積(平成 27 年) 

                                     (単位：ha) 

区分 敦賀市 南越前町 

合 計  19,834  31,229  

国 有  4,698  6,297  

民 有 小計 15,136  24,932  

 独立行政法人等 862  974  

 公 有 1,850  4,594  

 私 有 12,424  19,364  
出典：「2015 年農林業センサス報告書第 1巻都道府県別統計書 (農林水産省ホームページ 

http://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/2015/top.html 令和 2 年 4 月 20 日閲覧) 
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  (c) 水産業 

関係市町における漁業種類別漁獲量は表 3.2-5 に示すとおりである。 

漁獲量は敦賀市が 503t、南越前町が 1,516t となっている。 

 

表 3.2-5 漁業種類別漁獲量(平成 30 年) 

(単位：t) 

漁業種類別 敦賀市 南越前町 

底びき網 

遠洋底びき網 - - 

以西底びき網 - - 

沖合底びき網 
1 そうびき - - 

2 そうびき - - 

小型底びき網 29 - 

船びき網 - - 

まき網 
大中型まき網 

1 そうまき 

遠洋かつお・まぐろ - - 

近海かつお・まぐろ - - 

その他 - - 

2 そうまき網 - - 

中・小型まき網 - - 

刺網 

さけ・ます流し網 - - 

かじき等流し網 - - 

その他の刺網 9 20 

敷網 さんま棒受網 - - 

定置網 

大型定置網 x 1,226 

さけ定置網 - - 

小型定置網 176 251 

その他の網漁業 - - 

はえ縄 
まぐろはえ縄 

遠洋まぐろはえ縄 - - 

近海まぐろはえ縄 - - 

沿岸まぐろはえ縄 - - 

その他のはえ縄 22 - 

はえ縄以外の釣 

かつお一本釣 

遠洋かつお一本釣 - - 

近海かつお一本釣 - - 

沿岸かつお一本釣 - - 

いか釣 

遠洋いか釣 - - 

近海いか釣 - - 

沿岸いか釣 x 0 

ひき縄釣 - - 

その他の釣 31 3 

採貝・採藻 12 8 

その他の漁業 22 8 

漁獲量計 503 1,516 

注)「0」は単位に満たないもの、「－」は事実のないもの、「x」は非公表のものを示す。 

出典：「海面漁業生産統計調査 平成 30 年度市町村別データ」(農林水産省ホームページ 

  https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/kaimen_gyosei/#c 令和 2 年 4月 20 日閲覧) 
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  (d) 商業 

関係市町における平成 28 年の商業の状況は、表 3.2-6 に示すとおりである。 

年間商品販売額は、敦賀市が 156,769 百万円、南越前町 6,548 百万円であった。 

 

表 3.2-6 商業の状況(平成 28 年) 

項目 敦賀市 南越前町 

事業所数 735 81 

従業員数(人) 5,066 344 

年間商品販売額(百万円) 156,769 6,548 
出典：「平成 28 年経済センサス－活動調査 産業別集計(卸売業,小売業[産業編 市区町村表])」 

(経済産業省ホームページ https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/census/hyo.html  

令和 2 年 4月 20 日閲覧) 

 

  (e) 工業 

関係市町における平成 29 年の工業の状況は、表 3.2-7 に示すとおりである。 

製造品出荷額は、敦賀市が 11,770,705 万円、南越前町が 868,683 万円であった。 

 

表 3.2-7 工業の状況(平成 29 年実績) 

項目 敦賀市 南越前町 

事業所数 77 15 

従業員数(人) 3,658 470 

製造品出荷額(万円) 11,770,705 868,683 
出典：「工業統計調査 平成 30 年(平成 29 年実績) 確報(地域別統計表)」 

(経済産業省ホームページ https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/kougyo/result-2.html 

令和 2 年 4月 20 日閲覧) 

  



3-105 

(127) 

3.2.2 土地利用の状況 

 (1) 土地利用 

関係市町における平成 30 年の土地利用の状況は、表 3.2-8 に示すとおりである。 

雑種地その他を除くと、敦賀市及び南越前町においては、「山林」が多くを占めている。 

 

表 3.2-8 土地利用の状況(平成 30 年) 

項目 敦賀市 南越前町 

土地利用 単位： ha 

田 1,314.8 1,003.7 

畑 254.4 144.4 

宅地 1,362.7 279.0 

山林 4,515.5 6,114.3 

原野 220.4 199.9 

雑種地、その他 3,533.7 5,401.7 

計 11,201.5 13,143.0 
出典：「福井県統計年鑑」(福井県ホームページ 

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/toukei-jouhou/nenkan.html  

令和 2 年 4月 20 日閲覧) 

 

 (2) 土地利用計画 

   1) 都市計画法 

事業実施想定区域及びその周囲における、「都市計画法」(昭和 43 年 6 月 15 日法律第 100 号、

最終改正：平成 30 年 4 月 25 日法律第 22 号)および「敦賀市土地利用調整条例（敦賀市）」（平成

17 年 12 月 27 日条例第 20 号）に基づく用途地域の指定状況を図 3.2-1 に示す。 

 

   2) 国土利用計画法 

事業実施想定区域及びその周囲における、「国土利用計画法」(昭和 49 年 6 月 25 日法律第 92 号、

最終改正：平成 29 年 4 月 26 日法律第 25 号)第 9条に基づく「土地利用基本計画」の地域の指定状

況を図 3.2-2 に示す。 

事業実施想定区域には農業地域、森林地域、自然公園地域等が含まれている。 

なお、事業実施想定区域及びその周囲において自然保全地域はない。 
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図 3.2-1  

都市計画法(用途地域) 
出典：「国土数値情報 用途地域(平成 23 年)」 

(国土交通省ホームページ http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 

「敦賀市都市計画図（平成 29 年 3 月 28 日時点」 
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図 3.2-2(1)  

国土利用計画法(都市地域) 
出典：「国土数値情報 都市地域(平成 30 年)」 

(国土交通省ホームページ http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 

「敦賀市都市計画図（平成 29 年 3 月 28 日時点」 
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図 3.2-2(2)  

国土利用計画法(農業地域) 

出典：「国土数値情報 農業地域(平成 27 年)」 

(国土交通省ホームページ http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 
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図 3.2-2(3)  

国土利用計画法(森林地域) 

出典：「国土数値情報 森林地域(平成 27 年)」 

(国土交通省ホームページ http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 
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図 3.2-2(4)  

国土利用計画法(自然公園地域) 

出典：「国土数値情報 自然公園地域(平成 27 年)(国土交通省ホームページ 

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 

「各自然公園の区域図について」(福井県ホームページ 

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/shizen/kouenkuikizu.html  

令和 2 年 4月 20 日閲覧) 
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3.2.3 河川、湖沼の利用並びに地下水の利用の状況 

 (1) 河川、湖沼の利用状況 

事業実施想定区域及びその周囲の河川、湖沼における、「福井県内水面漁業調整規則」(昭和 46

年福井県規則第 8号)に基づき設定された内水面共同漁業権等の設定状況は表 3.2-9 に、位置は図 

3.2-3 に示すとおりである。 

表 3.2-9 内水面漁業権の設定状況 

都道 

府県 

免許 

番号 
漁業の名称 所在地 漁業権の種類 

福井県 

内共 

第 3 号 
日野川漁業協同組合 越前市松森町第 33 号 5 番地の 4 第五種 

あゆ、こい、ふな、 

いわな、やまめ 

内共 

第 7 号 
河野川漁業協同組合 南条郡南越前町赤萩 31 号 12 番地 第五種 あゆ、やまめ 

内共 

第 8 号 
敦賀河川漁業協同組合 敦賀市三島町一丁目 11 番 1 号 第五種 あゆ、いわな、やまめ 

出典：「国土数値情報 河川(平成 19 年、平成 21 年)」(国土交通省ホームページ http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 

「EADAS(環境アセスメントデータベース)」(環境省ホームページ 

https://www2.env.go.jp/eiadb/ebidbs/ 令和 2年 4 月 23 日閲覧) 

「福井県内における内水面に係る共同漁業権」(福井県ホームページ 

http://info.pref.fukui.jp/suisan/rlmn/umi/kenri/index.html 令和 2 年 4月 23 日閲覧) 

 

 (2) 地下水の利用状況 

事業実施想定区域及びその周囲においては、上水道及び簡易水道の取水状況等の公表資料はない。 
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図 3.2-3  

内水面漁業権の設定状況 

出典：表 3.2-9 に示す。 
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3.2.4 交通の状況 

 (1) 道路 

事業実施想定区域及びその周囲における主要な道路の状況を図 3.2-4 に示す。また平成 27 年度

道路交通センサスによる交通量の状況を表 3.2-10 に示す。 

 

表 3.2-10 一般交通量調査の状況(平成 27 年度)  

No. 路線名 
調査単位 

区間番号 
交通量観測地点地名 

交通量(単位：台) 

12 時間 24 時間 

1 北陸自動車道 90 鯖波エリア線南条 SIC～一般国道 305 号今庄 IC 18543 27608 

2  100 一般国道 305 号今庄 IC～敦賀 IC 18593 27828 

3  110 敦賀 IC～舞鶴若狭自動車道敦賀ＪＣＴ 15233 23435 

4 一般国道 8号 10120 大良 5019 8092 

5  10130 敦賀市赤崎 7435 11376 

6  10140 敦賀市田結 5812 9223 

7 一般国道 305 号 10920 南条郡南越前町今泉 2152 2712 

8  10930 - 2475 3119 

9  10940 南条郡南越前町別所 810 988 

10 
一般国道 305 号 

(しおかぜライン) 
10980 南条郡南越前町大谷 1338 1632 

11 一般国道 365 号 11140 南条郡南越前町今庄 5248 6822 

12  11150 南条郡南越前町上板取 472 628 

14 一般国道 476 号 11490 敦賀市樫曲 2784 3564 

15  11500 敦賀市天筒町 3592 4598 

16 
大谷杉津線 

(しおかぜライン) 
61750 - 260 330 

17 大谷杉津線 61760 - 654 791 

18 今庄杉津線 61800 - 400 508 

19 五幡新保停車場線 61830 - - - 

20  61840 - 643 778 

注)1. 観測地点及び交通量が明らかになっていない場合は「-」とする。 

出典：「平成 27 年度 全国道路・街路交通情勢調査(道路交通センサス)一般交通量調査 集計表」 

(国土交通省ホームページ http://www.mlit.go.jp/road/census/h27/ 令和 2年 4月 23 日閲覧) 

 

 

 (2) 鉄道 

事業実施想定区域及びその周囲における鉄道の状況を図 3.2-4 に示す。 

事業実施想定区域の南西側から北東側に北陸線が通過している。 
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図 3.2-4  

主要な交通の状況 

出典：「国土数値情報 鉄道(平成 30 年)」 

(国土交通省ホームページ http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 
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3.2.5 学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設の配置の状況及び住居の配置の

概況 

 (1) 学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設の状況 

事業実施想定区域及びその周囲における学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必

要な施設を表 3.2-11 及び図 3.2-5 に示す。 

 

表 3.2-11 環境の保全についての配慮が特に必要な施設  

No. 分類 施設名 所在地 

1 小学校 東浦小学校 敦賀市杉津 19-12-1 

2  赤崎小学校 敦賀市赤崎 39-8 

3  湯尾小学校 南越前町湯尾 88-2 

4 中学校 東浦中学校 敦賀市杉津 19-12-1 

5 保育所 湯尾保育所 南条郡南越前町湯尾 72-15 

6 診療所 敦賀市国民健康保険疋田診療所葉原出張所 敦賀市葉原 98-21-2 

7  敦賀市国民健康保険東浦診療所 敦賀市大比田 34 号 16 番地の 1 

8  医療法人ありが医院 南条郡南越前町湯尾第 30 号 19 番地 1 

出典：令和 2 年 4 月 20 日閲覧 

「福井県オープンデータライブラリ 7.学校」(福井県ホームページ 

 https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/toukei-jouhou/opendata/list_7.html） 

「県立高校等の所在地一覧」(福井県ホームページ https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/koukou/zyuusyo.html） 

「学校一覧(幼稚園・小中学校)」(敦賀市ホームページ 

 https://www.city.tsuruga.lg.jp/smph/kosodate/gakkokyoiku/gakkoichiran_yo_sho_.html） 

「教育・保育施設-地域型保育事業一覧(保育園一覧)」(敦賀市ホームページ 

 https://www.city.tsuruga.lg.jp/smph/kosodate/hoikuen_yochien/yochien_hoikuenn/hoikuen_ichiran.html） 

「子ども・教育」(南越前町ホームページ https://www.town.minamiechizen.lg.jp/sisetu/3003/index.html） 

「国土数値情報 学校(平成 25 年)」(国土交通省ホームページ http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 

「福井県オープンデータライブラリ 10.社会福祉」(福井県ホームページ 

 https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/toukei-jouhou/opendata/list_10_1.html） 

「国土数値情報 福祉施設(平成 27 年)」(国土交通省ホームページ http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 

「医療情報ネットふくい(福井県広域災害・医療情報システム)」(福井県ホームページ  

https://www.qq.pref.fukui.jp/qq18/qqport/kenmintop/） 

「国土数値情報 医療機関(平成 26 年)」(国土交通省ホームページ http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 

「敦賀市立図書館」(敦賀市ホームページ https://lib.ton21.ne.jp/LWeb/） 

「南越前町立図書館」(南越前町ホームページ https://lib.town.minamiechizen.fukui.jp/） 

 

 

 

 (2) 住居の配置の概況 

事業実施想定区域及びその周囲における住居の分布状況を図 3.2-6 に示す。 

なお、事業実施想定区域内に住居は含まれている。 
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図 3.2-5  

配慮が必要な施設の分布状況 

出典：表 3.2-11 に示す。 
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図 3.2-6  

住居等の分布状況 
出典：「国土基盤地図情報 建築物」(基盤地図情報ダウンロードサービス  

国土地理院ホームページ https://fgd.gsi.go.jp/download/menu.php  

令和 2 年 4月 20 日閲覧)をもとに作成 
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3.2.6 下水道の整備状況 

関係市町における、平成 30 年度の下水道の普及状況は表 3.2-12 に示すとおりである。 

 

表 3.2-12 下水道処理人口普及率(平成 30 年度末) 

市町名 総人口(人) 汚水処理人口(人) 普及率(％) 

敦賀市 65,565 55,892 85.2 

南越前町 10,610 4,196 39.5 

出典：「平成 30 年度末市町別汚水処理施設整備状況」(福井県ホームページ  

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kasen/gesui/title-fukyu.html 令和 2 年 4 月 22 日閲覧) 

 

 

3.2.7 廃棄物の状況 

 (1) 一般廃棄物 

関係市町における一般廃棄物処理事業実態調査の結果(平成 30 年度実績)を表 3.2-13 に示す。 

 

表 3.2-13 一般廃棄物処理事業実態調査結果(平成 30 年度実績) 

市町名 総排出量（t） 直接焼却量（t） ごみ処理量（t） リサイクル率（%） 最終処分量（t） 

敦賀市 24,903 18,049 23,688 14.3 3,077 

南越前町 2,921 2,098 2,905 15.7 349 

注)1.リサイクル率（%）(合計）＝ 

（直接資源化量（合計）＋中間処理後再生利用量＋集団回収量）÷（総排出量＋直接資源化量（事業者直接再資源化）） 

出典：「一般廃棄物処理実態調査結果(平成 30 年度調査結果)(環境省ホームページ 

http://www.env.go.jp/recycle/waste_tech/ippan/stats.html 令和 2 年 4 月 22 日閲覧) 

 

 

 (2) 産業廃棄物 

事業実施想定区域及びその周囲における産業廃棄物の排出量及び処理・処分状況は、表 3.2-14

に、事業実施想定区域及びその周囲 50km に係る市町村別の施設数は表 3.2-15 に、市町村における

産業廃棄物の中間処理施設及び最終処分場の分布状況は図 3.2-7 に示すとおりである。 

福井県における産業廃棄物(平成 25 年度)の最終処分量は 63 千ｔとなっている。 

 

表 3.2-14 産業廃棄物の排出量及び処理・処分量 

(単位：千 t)  

種類 年度 排出量 再生利用量 減量化量 最終処分量 

福井県 平成 25 年度 2,895 1,308 1,523 63 

出典：「福井県産業廃棄物実態調査報告書(平成 25 年度)」(福井県ホームページ 

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/junkan/h25jittaityousahoukokusho.html 令和 2 年 4 月 22 日閲覧) 
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表 3.2-15 市町村別の中間処理施設及び最終処分場の分布状況 

県名 
市町村名 

(所在地) 

産業廃棄物 特別管理産業廃棄物 

中間処理 最終処分 中間施設 最終処分 

石川県 加賀市 10 0 0 0 

福井県 福井市 37 2 3 0 

 敦賀市 11 1 2 0 

 小浜市 5 0 0 0 

 大野市 3 0 0 0 

 勝山市 0 0 0 0 

 鯖江市 14 0 2 0 

 あわら市 12 0 0 0 

 越前市 20 0 1 0 

 坂井市 11 1 0 0 

 永平寺町 0 0 0 0 

 池田町 0 0 0 0 

 南越前町 0 0 0 0 

 越前町 5 0 0 0 

 美浜町 0 0 0 0 

 高浜町 1 1 0 0 

 おおい町 0 0 0 0 

 若狭町 3 0 0 0 

岐阜県 大垣市 13 0 0 0 

 関市 9 0 0 0 

 山県市 1 0 0 0 

 本巣市 5 0 0 0 

 垂井町 1 0 0 0 

 関ケ原町 1 0 0 0 

 神戸町 1 0 0 0 

 揖斐川町 5 0 0 0 

 大野町 5 0 0 0 

 池田町 3 0 0 0 

滋賀県 大津市 11 2 0 0 

 彦根市 8 0 0 0 

 長浜市 9 0 0 0 

 近江八幡市 3 0 0 0 

 高島市 5 0 0 0 

 米原市 8 0 0 0 

京都府 南丹市 6 1 1 0 
出典：「国土数値情報 廃棄物処理施設(産業)(平成 24 年)」(国土交通省ホームページ  

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html  
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図 3.2-7 

産業廃棄物処理施設 
出典：「国土数値情報 廃棄物処理施設(産業)(平成 24 年)」 

(国土交通省ホームページ  

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 
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3.2.8 環境の保全を目的とする法令等により指定された地域その他の対象及び当該対象に係る規制の内

容その他の環境の保全に関する施策の内容 

 (1) 公害関係法令等 

   1) 環境基準 

  (a) 大気汚染 

大気の汚染に係る環境基準は、「環境基本法」(平成 5年 11 月 19 日法律第 91 号、最終改正:平成

30 年 6 月 13 日法律第 50 号)に基づき全国一律に定められており、その内容は表 3.2-16 に示すと

おりである。また、ベンゼン等の有害大気汚染物質については表 3.2-17、微小粒子状物質につい

ては表 3.2-18、光化学オキシダントについては表 3.2-19 に示す基準がそれぞれ定められている。 

なお、環境基準は工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活しない地域または場所には適用

されない。 

 

表 3.2-16 大気の汚染に係る環境基準 

物質 環境上の条件 

二酸化いおう(SO2) 1 時間値の 1日平均値が 0.04ppm 以下であり、かつ、1時間値が 0.1ppm 以下であること。 

一酸化炭素(CO) 
1 時間値の 1 日平均値が 10ppm 以下であり、かつ、1 時間値の 8 時間平均値が 20ppm 以下で

あること。 

浮遊粒子状物質(SPM) 1 時間値の 1日平均値が 0.10mg/m3以下であり、かつ、1時間値が 0.20mg/m3以下であること。 

二酸化窒素(NO2) 1 時間値の 1日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内又はそれ以下であること。 

光化学オキシダント

(OX) 
1 時間値が 0.06ppm 以下であること。 

備考 

1.環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、適用しない。 

2.浮遊粒子状物質とは大気中に浮遊する粒子状物質であってその粒径が 10μm以下のものをいう。 

3.二酸化窒素について、1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン内にある地域にあっては、原則

としてこのゾーン内において現状程度の水準を維持し、又はこれを大きく上回ることとならないよう努めるものと

する。 

4.光化学オキシダントとは、オゾン、パーオキシアセチルナイトレートその他の光化学反応により生成される酸化性

物質(中性ヨウ化カリウム溶液からヨウ素を遊離するものに限り、二酸化窒素を除く。)をいう。 

 
出典：「大気の汚染に係る環境基準について」 

(昭和 48 年 5 月 8 日環境庁告示第 25 号 最終改正：平成 8年 10 月 25 日環境庁告示第 73 号) 

「二酸化窒素に係る環境基準について」 

(昭和 53 年 7 月 11 日環境庁告示第 38 号 最終改正：平成 8年 10 月 25 日環境庁告示第 74 号) 

 

表 3.2-17 有害大気汚染物質(ベンゼン等)に係る環境基準 

物質 環境上の条件(設定年月日等) 

ベンゼン 1 年平均値が 0.003mg/ m3以下であること。(H9.2.4 告示) 

トリクロロエチレン 1 年平均値が 0.13mg/ m3以下であること。(H30.11.19 告示) 

テトラクロロエチレン 1 年平均値が 0.2mg/ m3以下であること。(H9.2.4 告示) 

ジクロロメタン 1 年平均値が 0.15mg/ m3以下であること。(H13.4.20 告示) 

備考 

1.環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、適用しない。 

2.ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準は、継続的に摂取される場合には人の健康を損なうおそれがある物質

に係るものであることにかんがみ、将来にわたって人の健康に係る被害が未然に防止されるようにすることを旨と

して、その維持又は早期達成に努めるものとする。 

 
出典：「ベンゼン等による大気の汚染に係る環境基準について」 

(平成 9年 2 月 4日環境庁告示第 4 号 最終改正：平成 30 年 11 月 19 日環境省告示第 100 号) 
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表 3.2-18 微小粒子状物質に係る環境基準 

物質 環境上の条件 

微小粒子状物質 １年平均値が 15μg/m3以下であり、かつ、１日平均値が 35μg/m3以下であること。 
備考 

1.環境基準は、工業専用地域、車道その他一般公衆が通常生活していない地域または場所については、適用しない。 

2.微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒子状物質であって、粒径が 2.5μm の粒子を 50％の割合で分離できる分粒装置を用いて、

より粒径の大きい粒子を除去した後に採取される粒子をいう。 
出典：「微小粒子状物質による大気の汚染に係る環境基準について」(平成 21 年 9 月 9 日環境省告示第 33 号) 

 

表 3.2-19 光化学オキシダントの生成防止のための大気中炭化水素濃度の指針 

物質 光化学オキシダントの生成防止のための大気中炭化水素濃度の指針 

非メタン炭化水素 
光化学オキシダントの日最高 1 時間値 0.06ppm に対応する午前 6 時から 9 時までの非メタン炭

化水素の 3時間平均値は、0.20ppmC から 0.31ppmC の範囲にある。(S51.8.13 通知) 
出典：「光化学オキシダントの生成防止のための大気中炭化水素濃度の指針について(答申)」 

(昭和 51 年 8 月 13 日 中央公害対策審議会) 
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  (b) 騒音 

騒音に係る環境基準は、騒音に係る環境上の条件について生活環境を保全し、人の健康を保護す

るうえで維持されることが望ましい基準として、「環境基本法」(平成 5年 11 月 19 日法律第 91 号、

最終改正:平成 30 年 6 月 13 日法律第 50 号)に基づき定められている。 

事業実施想定区域が位置する福井県における騒音に係る環境基準の類型指定状況は、表 3.2-20

～表 3.2-22 及び図 3.2-8 に示すとおりである。また、新幹線鉄道騒音に係る環境基準の類型を当

てはめる地域は表 3.2-23 に示すとおりである。 

なお、事業実施想定区域及びその周囲に、航空機騒音に係る環境基準の指定地域はない。 

 

表 3.2-20 福井県における騒音に係る環境基準(一般地域) 

地域の 

類型 

基準値 
該当地域 

※地域類型の区分はおおむね下記のとおりである。 
昼間 

(6:00-22:00) 

夜間 

(22:00-6:00) 

AA 50dB 以下 40dB 以下 
療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域など特に静

穏を要する地域 

A 及び B 55dB 以下 45dB 以下 

第 1種低層住居専用地域、第 2種低層住居専用地域、田園住居地

域、第 1種中高層住居専用地域および第 2種中高層住居専用地域 

第 1種住居地域、第 2種住居地域および準住居地域 

C 60dB 以下 50dB 以下 近隣商業地域、商業地域、準工業地域および工業地域 
出典：「令和元年度版 環境白書・資料編」(福井県ホームページ  

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kankyou/kankyouseisakuka/siryou.html 令和 2 年 4 月 20 日閲覧) 

「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年 9 月 30 日 環境庁告示第 64 号、最終改正：平成 24 年 3 月 30 日 環境省告示第 54 号） 

 

表 3.2-21 騒音に係る環境基準(道路に面する地域) 

地域の区分 

基準値 

昼 間 

(6:00～22:00) 

夜 間 

(22:00～6:00) 

A地域のうち2車線以上の車線を有する道路に面する地域 60dB以下 55dB以下 

B地域のうち2車線以上の車線を有する道路に面する地域及びC地域のう

ち車線を有する道路に面する地域 
65dB以下 60dB以下 

備考 

車線とは、1縦列の自動車が安全かつ円滑に走行するために必要な一定の幅員を有する帯状の車道部分をいう。 

この場合において、幹線交通を担う道路に近接する空間については、上表にかかわらず、特例として表 3.2-22の基

準値の欄に掲げるとおりとする。 
出典：「令和元年度版 環境白書・資料編」(福井県ホームページ  

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kankyou/kankyouseisakuka/siryou.html 令和 2 年 4 月 20 日閲覧) 

「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年 9 月 30 日 環境庁告示第 64 号、最終改正：平成 24 年 3 月 30 日 環境省告示第 54 号） 

 

 

表 3.2-22 騒音に係る環境基準(幹線交通を担う道路に近接する空間における特例値) 

基 準 値 

昼間(6:00～22:00) 夜間(22:00～6:00) 

70dB以下 65dB以下 

備考 

個別の住居等において騒音の影響の受けやすい面の窓を主として閉めた生活が営まれていると認められるときは、屋

内へ透過する騒音に係る基準(昼間にあっては45dB以下、夜間にあっては、40dB以下)によることができる。 
出典：「令和元年度版 環境白書・資料編」(福井県ホームページ  

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kankyou/kankyouseisakuka/siryou.html 令和 2 年 4 月 20 日閲覧) 

「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年 9 月 30 日 環境庁告示第 64 号、最終改正：平成 24 年 3 月 30 日 環境省告示第 54 号） 

 

  



3-124 

(146) 

表 3.2-23 福井県における新幹線鉄道騒音に係る環境基準の地域指定について     

地域の 

類型 
基準値 地域の類型を当てはめる地域 

Ⅰ 70dB 以下 

新幹線鉄道の軌道中心から両側 300m 以内の区域(以下「沿線区域」という。)

のうち、都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)第 8条第 1 項第 1号の規定に基

づく用途地域(以下「用途地域」という。)の定めのある地域については、第

１種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域、田園住居地域、第 1 種中

高層住居専用地域、第 2 種中高層住居専用地域、第 1 種住居地域、第 2 種住

居地域および準住居地域、用途地域の定めのない地域については主として住

居の用に供される地域 

Ⅱ 75dB 以下 

沿線区域のうち、用途地域の定めのある地域については、近隣商業地域、

商業地域、準工業地域および工業地域、用途地域の定めのない地域について

は、主として商工業の用に供される地域 

出典：「令和元年度版 環境白書・資料編」(福井県ホームページ  

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kankyou/kankyouseisakuka/siryou.html 令和 2 年 4 月 20 日閲覧) 
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図 3.2-8 

騒音に係る環境基準の地域の 

類型指定状況 

出典：表 3.2-20 に示す。 
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  (c) 水質汚濁 

公共用水域と地下水の水質に係る環境基準は、「環境基本法」(平成 5年 11 月 19 日法律第 91 号、

最終改正:平成 30 年 6 月 13 日法律第 50 号)に基づき定められている。 

環境基準のうち、「人の健康の保護に関する環境基準」は、表 3.2-24 に示すとおり全公共用水

域について一律に定められている。「生活環境の保全に関する環境基準」は、表 3.2-25 に示すと

おりである。 

また、事業実施想定区域及びその周囲における水質汚濁に係る環境基準の類型指定状況を表 

3.2-26 及び図 3.2-9 に示す。 

 

表 3.2-24 人の健康の保護に関する環境基準(公共用水域) 

項目 水質汚濁に係る環境基準 

カドミウム 0.003mg/L 以下 

全シアン 検出されないこと 

鉛 0.01mg/L 以下 

六価クロム 0.05mg/L 以下 

砒素 0.01mg/L 以下 

総水銀 0.0005mg/L 以下 

アルキル水銀 検出されないこと 

PCB 検出されないこと 

ジクロロメタン 0.02mg/L 以下 

四塩化炭素 0.002mg/L 以下 

1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L 以下 

1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L 以下 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下 

1,1,1-トリクロロエタン 1mg/L 以下 

1,1,2-トリクロロエタン 0.006mg/L 以下 

トリクロロエチレン 0.01mg/L 以下 

テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下 

1,3-ジクロロプロペン 0.002mg/L 以下 

チウラム 0.006mg/L 以下 

シマジン 0.003mg/L 以下 

チオベンカルブ 0.02mg/L 以下 

ベンゼン 0.01mg/L 以下 

セレン 0.01mg/L 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/L 以下 

ふっ素 0.8mg/L 以下 

ほう素 1mg/L 以下 

1,4-ジオキサン 0.05mg/L 以下 

備考 

1.基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

2.「検出されないこと」とは、測定方法の項に掲げる方法により測定した場合において、

その結果が当該方法の定量限界を下回ることをいう。 

3.海域については、ふっ素及びほう素の基準値は適用しない。 

4.硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、日本工業規格 K0102(以下「規格」とい

う。)43.2.1、43.2.3、43.2.5 又は 43.2.6 により測定された硝酸イオンの濃度に換算

係数0.2259 を乗じたものと規格43.1 により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係

数 0.3045 を乗じたものの和とする。 
出典：「水質汚濁に係る環境基準」 (昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号、平成 31 年 3 月 20 日 

環境省告示第 46 号) 
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表 3.2-25 生活環境の保全に関する環境基準 

河川 

ア 

  項目 

 

 

類型 

利用目的の適応性 

基準値 

水素イオン 

濃度(pH) 

生物化学的 

酸素要求量 

(BOD) 

浮遊 

物質量 

(SS) 

溶存 

酸素量 

(DO) 

大腸菌 

群数 

AA 
水道 1級、自然環境保全及び 

A 以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 
1mg/L 以下 

25mg/L 

以下 

7.5mg/L 

以上 

50MPN/ 

100mL 以下 

A 
水道 2級、水産 1級、水浴 

及び B以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 
2mg/L 以下 

25mg/L 

以下 

7.5mg/L 

以上 

1,000MPN/ 

100mL 以下 

B 
水道 3級、水産 2級及び 

C 以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 
3mg/L 以下 

25mg/L 

以下 

5mg/L 

以上 

5,000MPN/ 

100mL 以下 

C 
水産 3級、工業用水 1級 

及び D以下の欄に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 
5mg/L 以下 

50mg/L 

以下 

5mg/L 

以上 
－ 

D 
工業用水 2級、農業用水 

及び Eの欄に掲げるもの 

6.0 以上 

8.5 以下 
8mg/L 以下 

100mg/L 

以下 

2mg/L 

以上 
－ 

E 工業用水 3級、環境保全 
6.0 以上 

8.5 以下 
10mg/L 以下 

ごみ等の浮遊

が認められな

いこと 

2mg/L 

以上 
－ 

備考 

1.基準値は、日間平均値とする(湖沼・海域もこれに準ずる)。 

2.農業用利水点については、水素イオン濃度 6.0 以上 7.5 以下、溶存酸素量 5mg/L 以上とする(湖沼もこれに準ずる)。 

3.水質自動監視測定装置とは、当該項目について自動的に計測することができる装置であって、計測結果を自動的に

記録する機能を有するもの又はその機能を有する機器と接続されているものをいう（湖沼海域もこれに準ずる。）。 

4.最確数による定量法とは、次のものをいう（湖沼、海域もこれに準ずる。）。 

試料 10ml、1ml、0.1ml、0.01ml･･････のように連続した４段階（試料量が 0.1ml 以下の場合は 1ml に希釈して用い

る。）を 5本ずつ BGLB 醗酵管に移殖し、35〜37℃、48±３時間培養する。ガス発生を認めたものを大腸菌群陽性管と

し、各試料量における陽性管数を求め、これから 100ml 中の最確数を最確数表を用いて算出する。この際、試料は

その最大量を移殖したものの全部か又は大多数が大腸菌群陽性となるように、また最少量を移殖したものの全部か

又は大多数が大腸菌群陰性となるように適当に希釈して用いる。なお、試料採取後、直ちに試験ができない時は、

冷蔵して数時間以内に試験する。 

注) 1.自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

2.水道 1 級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

水道 2級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 

水道 3級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

3.水産 1 級：ヤマメ、イワナ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産２級及び水産３級の水産生物用 

水産 2級：サケ科魚類及びアユ等貧腐水性水域の水産生物用並びに水産３級の水産生物用 

水産 3級：コイ、フナ等、β－中腐水性水域の水産生物用 

4.工業用水 1級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 

工業用水 2級：薬品注入等による高度の浄水操作を行うもの 

工業用水 3級：特殊の浄水操作を行うもの 

5.環境保全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 

出典：「水質汚濁に係る環境基準」(昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日 環境省告示第 46 号) 
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イ 

  項目 

 

 

類型 

水生生物の生息状況の適応性 

基 準 値 

全亜鉛 
ノニル 

フェノール 

直鎖アルキル 

ベンゼンスルホン酸 

及びその塩 

生物 A 
イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生生

物及びこれらの餌生物が生育する水域 

0.03mg/L 

以下 

0.001mg/L 

以下 

0.03mg/L 

以下 

生物特 A 

生物 A の水域のうち、生物 A の欄に掲げる水生

生物の産卵場(繁殖場)又は幼稚仔の生育場とし

て特に保全が必要な水域 

0.03mg/L 

以下 

0.0006mg/L 

以下 

0.02mg/L 

以下 

生物 B 
コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及び

これらの餌生物が生息する水域 

0.03mg/L 

以下 

0.002mg/L 

以下 

0.05mg/L 

以下 

生物特 B 

生物 B の水域のうち、生物 B の欄に掲げる水生

生物の産卵場(繁殖場)又は幼稚仔の生育場とし

て特に保全が必要な水域 

0.03mg/L 

以下 

0.002mg/L 

以下 

0.04mg/L 

以下 

備考 

基準値は、年間平均値とする(湖沼・海域もこれに準ずる)。 
出典：「水質汚濁に係る環境基準」(昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日 環境省告示第 46 号) 

 

 

湖沼(天然湖沼及び貯水量が 1,000 万立方メートル以上であり、かつ、水の滞留時間が 4 日間以上であ

る人工湖) 

ア 

  項目 

 

 

類型  

利用目的の適応性 

基準値 

水素イオン 

濃度(pH) 

化学的酸素 

要求量 

(COD) 

浮遊 

物質量 

(SS) 

溶存 

酸素量 

(DO) 

大腸菌 

群数 

AA 

水道 1級、水産 1級、自然

環境保全及び A 以下の欄

に掲げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

1mg/L 

以下 

1mg/L 

以下 

7.5mg/L 

以上 

50MPN/ 

100mL 以下 

A 

水道 2、3級、水産 2級、

水浴及び B 以下の欄に掲

げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

3mg/L 

以下 

5mg/L 

以下 

7.5mg/L 

以上 

1,000MPN/ 

100mL 以下 

B 

水産 3級、工業用水 1級、

農業用水及び C の欄に掲

げるもの 

6.5 以上 

8.5 以下 

5mg/L 

以下 

15mg/L 

以下 

5mg/L 

以上 
－ 

C 工業用水 2級環境保全 
6.0 以上 

8.5 以下 

8mg/L 

以下 

ごみ等の浮遊が

認められないこ

と。 

2mg/L 

以上 
－ 

備考 

水産 1級、水産 2級及び水産 3級については、当分の間、浮遊物質量の項目の基準値は適用しない。 
注) 1.自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

2.水道 1 級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

水道 2、3級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作、又は、前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの 

3.水産 1 級：ヒメマス等貧栄養湖型の水域の水産生物用並びに水産 2級及び水産 3 級の水産生物用 

水産 2級：サケ科魚類及びアユ等貧栄養湖型の水域の水産生物用及び水産 3級の水産生物用 

水産 3級：コイ、フナ等富栄養湖型の水域の水産生物用 

4.工業用水 1級：沈殿等による通常の浄水操作を行うもの 

工業用水 2級：薬品注入等による高度の浄水操作、又は、特殊な浄水操作を行うもの 

5.環境保全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 

出典：「水質汚濁に係る環境基準」(昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日 環境省告示第 46 号) 
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イ 

   項目 

 

類型 

利用目的の適応性 
基準値 

全窒素 全燐 

I 自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げるもの 
0.1mg/L 

以下 

0.005mg/L 

以下 

Ⅱ 
水道 1、2、3 級(特殊なものを除く。)、 

水産 1種、水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの 

0.2mg/L 

以下 

0.01mg/L 

以下 

Ⅲ 
水道 3級(特殊なもの)及び 

Ⅳ以下の欄に掲げるもの 

0.4mg/L 

以下 

0.03mg/L 

以下 

Ⅳ 水産 2種及びⅤの欄に掲げるもの 
0.6mg/L 

以下 

0.05mg/L 

以下 

Ⅴ 水産 3種、工業用水、農業用水、環境保全 
１mg/L 

以下 

0.1mg/L 

以下 

備考 

1.基準値は年間平均値とする。 

2.水域類型の指定は、湖沼植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある湖沼について行うものとし、 

全窒素の項目の基準値は、全窒素が湖沼植物プランクトンの増殖の要因となる湖沼について適用する。 

3.農業用水については、全燐の項目の基準値は適用しない。 
注) 1.自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

2.水道 1 級：ろ過等による簡易な浄水操作を行うもの 

水道 2級：沈殿ろ過等による通常の浄水操作を行うもの 

水道 3級：前処理等を伴う高度の浄水操作を行うもの(「特殊なもの」とは、臭気物質の除去が可能な特殊な浄水操作を行うものを

いう。) 

3.水産 1 種：サケ科魚類及びアユ等の水産生物用並びに水産 2種及び水産 3種の水産生物用 

水産 2種：ワカサギ等の水産生物用及び水産３種の水産生物用 

水産 3種：コイ、フナ等の水産生物用 

4.環境保全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 

出典：「水質汚濁に係る環境基準」(昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日 環境省告示第 46 号) 

 

ウ 

項目 

 

 

類型 

水生生物の生息状況の適応性 

基準値 

全亜鉛 
ノニル 

フェノール 

直鎖アルキル 

ベンゼンスルホン酸

及びその塩 

生物 A 
イワナ、サケマス等比較的低温域を好む水生生物

及びこれらの餌生物が生息する水域 

0.03mg/L 

以下 

0.001mg/L 

以下 

0.03mg/L 

以下 

生物特 A 

生物 Aの水域のうち、生物 Aの欄に掲げる水生生

物の産卵場(繁殖場)又は幼稚仔の生育場として

特に保全が必要な水域 

0.03mg/L 

以下 

0.0006mg/L 

以下 

0.02mg/L 

以下 

生物 B 
コイ、フナ等比較的高温域を好む水生生物及びこ

れらの餌生物が生息する水域 

0.03mg/L 

以下 

0.002mg/L 

以下 

0.05mg/L 

以下 

生物特 B 

生物 A又は生物 Bの水域のうち、生物 Bの欄に掲

げる水生生物の産卵場(繁殖場)又は幼稚仔の生

育場として特に保全が必要な水域 

0.03mg/L 

以下 

0.002mg/L 

以下 

0.04mg/L 

以下 

出典：「水質汚濁に係る環境基準」(昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日 環境省告示第 46 号) 
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   エ 

項目 

 

 

類型 

水生生物が生息・再生産する場の適応性 

基準値 

底層溶存 

酸素量 

生物 1 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物が生息できる場を保全・再

生する水域又は再生産段階において貧酸素耐性の低い水生生物が再生産

できる場を保全・再生する水域 

4.0mg/L 以上 

生物 2 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水生生物が生息で

きる場を保全・再生する水域又は再生産段階において貧酸素耐性の低い

水生生物を除き、水生生物が再生産できる場を保全・再生する水域 

3.0mg/Ｌ以上 

生物 3 

生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物が生息できる場を保全・再

生する水域、再生産段階において貧酸素耐性の高い水生生物が再生産で

きる場を保全・再生する水域又は無生物域を解消する水域 

2.0mg/Ｌ以上 

備考 

1.基準値は年間平均値とする。 

2.底面近傍で溶存酸素量の変化が大きいことが想定される場合の採水には、横型のバンドン採水器を用

いる。 
出典：「水質汚濁に係る環境基準」(昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日 

環境省告示第 46 号)    
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海域 

ア 

項目 

 

 

類型 

利用目的の適応性 

基準値 

水素イオン 

濃度 

(pH) 

化学的酸素 

要求量 

(COD) 

溶存 

酸素量 

(DO) 

大腸菌 

群数 

n-ヘキサン 

抽出物質 

(油分等) 

A 
水産 1級水浴自然環境保全 

及び B以下の欄に掲げるもの 

7.8 以上 

8.3 以下 

2mg/L 

以下 

7.5mg/L 

以上 

1,000MPN/ 

100mL 以下 

検出されな

いこと。 

B 
水産 2級工業用水及び 

C の欄に掲げるもの 

7.8 以上 

8.3 以下 

3mg/L 

以下 

5mg/L 

以上 
－ 

検出されな

いこと。 

C 環境保全 
7.0 以上 

8.3 以下 

8mg/L 

以下 

2mg/L 

以上 
－ － 

備考 

水産 1級のうち、生食用原料カキの養殖の利水点については、大腸菌群数 70MPN/100mL 以下とする。 
注) 1.自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

2.水産 1 級：マダイ、ブリ、ワカメ等の水産生物用及び水産 2級の水産生物用 

水産 2級：ボラ、ノリ等の水産生物用 

3.環境保全：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む。)において不快感を生じない限度 

出典：「水質汚濁に係る環境基準」(昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日 環境省告示第 46 号) 

 

 

イ 

項目 

類型 
利用目的の適応性 

基 準 値 

全窒素 全燐 

I 
自然環境保全及びⅡ以下の欄に掲げるもの 

(水産 2種及び 3種を除く。) 

0.2mg/L 

以下 

0.02mg/L 

以下 

Ⅱ 
水産 1種、水浴及びⅢ以下の欄に掲げるもの 

(水産 2種及び 3種を除く。) 

0.3mg/L 

以下 

0.03mg/L 

以下 

Ⅲ 
水産 2種及びⅣの欄に掲げるもの 

(水産 3種を除く。) 

0.6mg/L 

以下 

0.05mg/L 

以下 

Ⅳ 水産 3種、工業用水、生物生息環境保全 
1 mg/L 

以下 

0.09mg/L 

以下 

備考 

1.基準値は、年間平均値とする。 

2.水域類型の指定は、海洋植物プランクトンの著しい増殖を生ずるおそれがある海域について行うものとする。 
注) 1.自然環境保全：自然探勝等の環境保全 

2.水産 1 種：底生魚介類を含め多様な水産生物がバランス良く、かつ、安定して漁獲される 

水産 2種：一部の底生魚介類を除き、魚類を中心とした水産生物が多獲される 

水産 3種：汚濁に強い特定の水産生物が主に漁獲される 

3.生物生息環境保全：年間を通して底生生物が生息できる限度 

出典：「水質汚濁に係る環境基準」(昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日 環境省告示第 46 号) 
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ウ 

 項目 

 

類型 

水生生物の生息状況の適応性 

基準値 

全亜鉛 
ノニル 

フェノール 

直鎖アルキルベ

ンゼンスルホン

酸及びその塩 

生物 A 水生生物の生息する水域 
0.02mg/L 

以下 

0.001mg／L 

以下 

0.01mg/L 

以下 

生物特 A 
生物 A の水域のうち、水生生物の産卵場(繁殖場)

又は幼稚仔の生育場として特に保全が必要な水域 

0.01mg/L 

以下 

0.0007mg／ 

L 以下 

0.006mg/L 

以下 

出典：「水質汚濁に係る環境基準」(昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日 環境省告示第 46 号) 

 

エ 

項目 

 

 

類型 

水生生物が生息・再生産する場の適応性 

基準値 

底層溶存酸素量 

生物 1 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物が生息できる場を保全・再生する水域

又は再生産段階において貧酸素耐性の低い水生生物が再生産できる場を保全・再生

する水域 

4.0mg/L 以上 

生物 2 

生息段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水生生物が生息できる場を保

全・再生する水域又は再生産段階において貧酸素耐性の低い水生生物を除き、水生

生物が再生産できる場を保全・再生する水域 

3.0mg/Ｌ以上 

生物 3 

生息段階において貧酸素耐性の高い水生生物が生息できる場を保全・再生する水域、

再生産段階において貧酸素耐性の高い水生生物が再生産できる場を保全・再生する

水域又は無生物域を解消する水域 

2.0mg/Ｌ以上 

備考 

1.基準値は年間平均値とする。 

2.底面近傍で溶存酸素量の変化が大きいことが想定される場合の採水には、横型のバンドン採水器を用いる。 
出典：「水質汚濁に係る環境基準」(昭和 46 年 12 月 28 日 環境庁告示第 59 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日 環境省告示第 46 号) 

 

表 3.2-26 水質汚濁に係る環境基準の類型区分 

区分 水系名 水域名 類型 
達成 

期間※ 

指定 

年月日 

河川 

笙の川および 

井の口川水域 
笙の川 A イ S48.1.31 

九頭竜川水系 日野川上流 A イ S47.3.31 

海域 

越前加賀海岸地先海域 越前加賀海岸地先海域 A イ S51.4.20 

若狭湾東部海域 若狭湾東部海域 A イ S52.3.31 

敦賀湾海域 敦賀湾海域(甲） 
A イ S51.6.15 

Ⅱ イ H10.3.6 
※達成期間の区分及び留意事項 

「イ」：直ちに達成 

「ロ」：5年以内で可及的速やかに達成 

出典：「平成 30 年度公共用水域および地下水の水質の測定結果報告書」（福井県ホームページ  

http://www.erc.pref.fukui.jp/sogo/d094/ 令和 2 年 4 月 24 日閲覧） 
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図 3.2-9 

水質汚濁に係る環境基準の 

類型指定状況 
出典：「国土数値情報 河川(平成 19 年、平成 21 年)」(国土交通省ホームページ 

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html)をもとに作成 
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  (d) 地下水 

地下水の水質汚濁に係る環境基準は、表 3.2-27 に示すとおりである。 

 

表 3.2-27 地下水の水質汚濁にかかる環境基準 

項 目 地下水の水質汚濁に係る環境基準 

カドミウム 0.003mg/L 以下 

全シアン 検出されないこと 

鉛 0.01mg/L 以下 

六価クロム 0.05mg/L 以下 

砒素 0.01mg/L 以下 

総水銀 0.0005mg/L 以下 

アルキル水銀 検出されないこと 

PCB 検出されないこと 

ジクロロメタン 0.02mg/L 以下 

四塩化炭素 0.002mg/L 以下 

クロロエチレン 

(別名塩化ビニル又は塩化ビニルモノマー) 
0.002mg/L 以下 

1,2－ジクロロエタン 0.004mg/L 以下 

1,1－ジクロロエチレン 0.1mg/L 以下 

1,2－ジクロロエチレン 0.04mg/L 以下 

1,1,1－トリクロロエタン 1mg/L 以下 

1,1,2－トリクロロエタン 0.006mg/L 以下 

トリクロロエチレン 0.01mg/L 以下 

テトラクロロエチレン 0.01mg/L 以下 

1,3－ジクロロプロペン 0.002mg/L 以下 

チウラム 0.006mg/L 以下 

シマジン 0.003mg/L 以下 

チオベンカルブ 0.02mg/L 以下 

ベンゼン 0.01mg/L 以下 

セレン 0.01mg/L 以下 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10mg/L 以下 

ふっ素 0.8mg/L 以下 

ほう素 1mg/L 以下 

1,4-ジオキサン 0.05mg/L 以下 

備考 

1.基準値は年間平均値とする。ただし、全シアンに係る基準値については、最高値とする。 

2．「検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が当該方法

の定量限界を下回ることをいう。 

3. 硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素の濃度は、日本工業規格 (以下「規格」という。) K0102 の 43.2.1、43.2.3、

43.2.5又は43.2.6により測定された硝酸イオンの濃度に換算係数0.2259を乗じたものと規格K0102の 43.1

により測定された亜硝酸イオンの濃度に換算係数 0.3045 を乗じたものの和とする。 

4.1,2-ジクロロエチレンの濃度は、規格 K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 により測定されたシス体の濃度と規格

K0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 により測定されたトランス体の濃度の和とする。 

 
出典：「地下水の水質汚濁に係る環境基準について」(平成 9 年 3月 13 日 環境庁告示第 10 号、最終改正：平成 31 年 3 月 20 日 

環境省告示 54 号) 
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  (e) 土壌の汚染 

土壌汚染に係る環境基準は、「環境基本法」(平成 5 年 11 月 19 日法律第 91 号、最終改正: 平成

30 年 6 月 13 日法律第 50 号)に基づき全国一律に定められており、その内容は表 3.2-28 に示すと

おりである。 

 

表 3.2-28 土壌の汚染に係る環境基準 

項 目 環境上の条件 

カドミウム 
検液 1L につき 0.01mg 以下であり、かつ、農用地においては、米 1 ㎏に

つき 0.4mg 以下であること。 

全シアン 検液中に検出されないこと。 

有機燐(りん) 検液中に検出されないこと。 

鉛 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

六価クロム 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 

砒素 
検液 1L につき 0.01mg 以下であり、かつ、農用地(田に限る。)において

は、土壌 1㎏につき 15mg 未満であること。 

総水銀 検液 1L につき 0.0005mg 以下であること。 

アルキル水銀 検液中に検出されないこと。 

PCB 検液中に検出されないこと。 

銅 農用地(田に限る。)において、土壌 1㎏につき 125mg 未満であること。 

ジクロロメタン 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

四塩化炭素 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

クロロエチレン(別名塩化ビニル又

は塩化ビニルモノマー) 
検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

1,2-ジクロロエタン 検液 1L につき 0.004mg 以下であること。 

1,1-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.1mg 以下であること。 

1,2-ジクロロエチレン 検液 1L につき 0.04mg 以下であること。 

1,1,1-トリクロロエタン 検液 1L につき 1mg 以下であること。 

1,1,2-トリクロロエタン 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 

トリクロロエチレン 検液 1L につき 0.03mg 以下であること。 

テトラクロロエチレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

1,3-ジクロロプロペン 検液 1L につき 0.002mg 以下であること。 

チウラム 検液 1L につき 0.006mg 以下であること。 

シマジン 検液 1L につき 0.003mg 以下であること。 

チオベンカルブ 検液 1L につき 0.02mg 以下であること。 

ベンゼン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

セレン 検液 1L につき 0.01mg 以下であること。 

ふっ素 検液 1L につき 0.8mg 以下であること。 

ほう素 検液 1L につき 1mg 以下であること。 

1,4-ジオキサン 検液 1L につき 0.05mg 以下であること。 

備考 

1.環境上の条件のうち検液中濃度に係るものにあっては付表に定める方法により検液を作成し、これを用いて

測定を行うものとする。 

2.カドミウム、鉛、六価クロム、砒(ひ)素、総水銀、セレン、ふっ素及びほう素に係る環境上の条件のうち検

液中濃度に係る値にあっては、汚染土壌が地下水面から離れており、かつ、原状において当該地下水中のこ

れらの物質の濃度がそれぞれ地下水 1L につき 0.01mg、0.01mg、0.05mg、0.01mg、0.0005mg、0.01mg、0.8mg

及び 1mg を超えていない場合には、それぞれ検液 1L につき 0.03mg、0.03mg、0.15mg、0.03mg、0.0015mg、

0.03mg、2.4mg 及び 3mg とする。 

3.「検液中に検出されないこと」とは、測定方法の欄に掲げる方法により測定した場合において、その結果が

当該方法の定量限界を下回ることをいう。 

4.有機燐(りん)とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及び EPN をいう。 

5. 1,2-ジクロロエチレンの濃度は、日本工業規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.2 より測定されたシス体の濃度

と日本工業規格Ｋ0125 の 5.1、5.2 又は 5.3.1 により測定されたトランス体の濃度の和とする。 

 
出典：「土壌の汚染に係る環境基準について」(平成 3 年 8 月 23 日 環境庁告示第 46 号、最終改正：平成 31 年 3月 20 日 

環境省告示第 48 号) 
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  (f) ダイオキシン等 

ダイオキシン類に係る環境基準は、「ダイオキシン類対策特別措置法」(平成 11 年 7 月 16 日法律

第 105 号、最終改正:平成 26 年 6 月 18 日法律第 72 号)に基づき全国一律に定められており、その

内容は表 3.2-29 に示すとおりである。 

 

表 3.2-29 ダイオキシン類に係る環境基準 

物質 環境上の条件 

大気 0.6pg-TEQ/m3以下 

水質(水底の底質を除く。) 1pg-TEQ/L 以下 

水底の底質 150pg-TEQ/g 以下 

土壌 1,000pg-TEQ/g 以下 

備考 

1 基準値は、2,3,7,8−四塩化ジベンゾ−パラ−ジオキシンの毒性に換算した値とする。 

2 大気及び水質（水底の底質を除く。）の基準値は、年間平均値とする。 

3 土壌中に含まれるダイオキシン類をソックスレー抽出又は高圧流体抽出し、高分解能ガ

スクロマトグラフ質量分析計、ガスクロマトグラフ四重極形質量分析計又はガスクロマト

グラフ三次元四重極形質量分析計により測定する方法（この表の土壌の欄に掲げる測定方

法を除く。以下「簡易測定方法」という。）により測定した値（以下「簡易測定値」とい

う。）に 2 を乗じた値を上限、簡易測定値に 0.5 を乗じた値を下限とし、その範囲内の値

をこの表の土壌の欄に掲げる測定方法により測定した値とみなす。 

4 土壌にあっては、環境基準が達成されている場合であって、土壌中のダイオキシン類の

量が 250pg-TEQ/g 以上の場合 簡易測定方法により測定した場合にあっては、簡易測定値

に 2を乗じた値が 250pg-TEQ/g 以上の場合）には、必要な調査を実施することとする。 

 
出典：「ダイオキシン類による大気の汚染、水質の汚濁(水底の底質の汚染を含む。)及び土壌の汚染に 

係る環境基準」(平成 11 年 12 月 27 日 環境庁告示第 68 号、最終改正：平成 21 年 3 月 31 日 

環境省告示第 11 号) 

 

   2) 規制基準等 

  (a) 大気汚染 

いおう酸化物の排出基準は、「大気汚染防止法施行規則」(昭和 46 年 6 月 22 日厚生省・通商産業

省令第 1 号、最終改正:平成 29 年 1 月 6 日環境省令第 1 号)に基づき以下の式により算出したいお

う酸化物の量とされている。この式において地域ごとに定められている K値は、敦賀市で 8.0、南

条郡南越前町で 17.5 となっている。 

 

q = K × 10-3He2 

 

q：いおう酸化物の許容量(N m3／h) 

He：規定する方法により補正された排出口の高さ(m) 

K：大気汚染防止法第 3条第 2項第 1号で定める地域ごとの値 

 

また、ばいじん、有害物質の一般排出基準については、「大気汚染防止法」(昭和 43 年 6 月 10

日法律第 97 号、最終改正: 平成 29 年 6 月 2日法律第 45 号)に基づき、発生施設の種類、規模ごと

に排出基準値が定められている。 

いおう酸化物、ばいじんおよび有害物質について、本事業ではそれらが適用されるばい煙発生施

設は設置しない。 
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  (b) 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に 

関する特別措置 

事業実施想定区域及びその周囲では、「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定

地域における総量の削減等に関する特別措置法」(平成 4 年 6 月 3 日法律第 70 号、最終改正:令和

元年 5月 24 日法律第 14 号)第 6条第 1項及び第 8条第 1項に規定する規制地域の指定はない。 

 

  (c) 騒音 

騒音に関しては、「騒音規制法」(昭和 43 年 6 月 10 日法律第 98 号、最終改正：平成 26 年 6 月

18 日法律第 72 号)に基づき、特定工場騒音に関する規制基準、特定建設作業に伴って発生する騒

音に関する規制基準及び自動車騒音の要請限度が定められており、それらの基準等を表 3.2-30～

表 3.2-32 に、規制区域を図 3.2-10 に示す。 

 

表 3.2-30 工場・事業場騒音の規制基準 

時間区分 
区域区分 

朝 
(6:00～ 
8:00) 

昼間 
(8:00～
19:00) 

夕 
(19:00～
22:00) 

夜間 
(22:00～
6:00) 

第一種区域 
おおむね第一種低層住居専用地

域及び第二種低層住居専用地域 
45dB 50dB 40dB 40dB 

第二種区域 

おおむね第一種中高層住居専用

地域、第二種中高層住居専用地

域、第一種住居地域、第二種住

居地域 

及び準住居地域 

50dB 60dB 50dB 45dB 

第三種区域 
おおむね近隣商業地域、商業地

域及び準工業地域 
60dB 65dB 60dB 55dB 

第四種区域 おおむね工業地域 65dB 70dB 65dB 60dB 

注) 上表に掲げる第二種区域、第三種区域、第四種区域の区域内に所在する学校、保育所、病院及び患者を入院させるための施設を

有する診療所、図書館、特別養護老人ホームの敷地及びその周囲おおむね 50m の区域内における当該基準は、上表に定める値か

らそれぞれ 5デシベルを減じた値とする。 

出典：「令和元年度版 環境白書・資料編」(福井県ホームページ  

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kankyou/kankyouseisakuka/siryou.html 令和 2 年 4 月 20 日閲覧) 

 

表 3.2-31 特定建設作業に係る騒音の規制基準 

規制種別 第 1号区域 第 2号区域 

基準値 85dB(敷地境界線) 

作業禁止時間 19:00～7:00 22:00～6:00 

1 日当たりの作業時間 10 時間以内 14 時間以内 

作業期間 連続 6日以内 

作業禁止日 日曜日その他の休日 

注)区域区分： 

第 1 号区域：表 3.2-30 に示す区域のうち、第 1種区域、第 2種区域及び第 3種区域の全区並びに第 4種区域で学校、 

保育所、病院および患者を入院させるための施設を有する診療所、図書館、特別養護老人ホームの敷地の 

周囲おおむね 80m 以内の区域 

第 2 号区域：表 3.2-30 に示す区域のうち、第 4種区域で、第 1号区域を除く区域 

出典：「令和元年度版 環境白書・資料編」(福井県ホームページ  

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kankyou/kankyouseisakuka/siryou.html 令和 2 年 4 月 20 日閲覧) 
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表 3.2-32 自動車騒音の要請限度 

区域の区分 
昼間 

(6:00～22:00) 

夜間 

(22:00～6:00) 

a 区域及び b区域のうち 1車線を有する道路に面する区域 65dB 55dB 

a 区域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する区域 70dB 65dB 

b 区域のうち 2 車線以上の車線を有する道路に面する区域 

及び c区域のうち車線を有する道路に面する区域 
75dB 70dB 

近接空間の特例 75dB 70dB 

注)区域区分： 

a 区域：おおむね都市計画法に基づく第 1 種低層住居専用地域、第 2 種低層住居専用地域、第 1 種中高層住居専用地域、お

よび第 2 種中高層住居専用地域 

b 区域：おおむね都市計画法に基づく第 1種住居地域、第 2種住居地域および準住居地域 

c 区域：おおむね都市計画法に基づく近隣商業地域、商業地域、準工業地域および工業地域 

出典：「令和元年度版 環境白書・資料編」(福井県ホームページ  

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kankyou/kankyouseisakuka/siryou.html 令和 2 年 4 月 20 日閲覧) 
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図 3.2-10 騒音規制地域 
出典：「特定施設について(騒音規制法、振動規制法)」(敦賀市ホームページ 

https://www.city.tsuruga.lg.jp/kurashi/kankyou_kougai/kankyohozen/ 

tokuteisisetu.html 令和 2年 4月 15 日閲覧) 

「国土数値情報 用途地域(平成 23 年)」(国土交通省ホームページ 

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html)をもとに作成 
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  (d) 振動 

振動に関しては、「振動規制法」(昭和 51 年 6 月 10 日法律第 64 号、最終改正：平成 26 年 6 月

18 日法律第 72 号)に基づき、特定工場振動に関する規制基準、特定建設作業に伴って発生する振

動に関する規制基準及び道路交通振動の要請限度が定められており、それらの基準等を表 3.2-33

～表 3.2-35 に、規制区域を図 3.2-11 に示す。 

 

表 3.2-33 工場・事業場振動の規制基準(福井県) 

時間区分 

区域区分 

昼間 

(6:00～22:00) 

夜間 

(22:00～6:00) 

第一種区域 表 3.2-30 に示す区域のうち、第 1種区域及び第 2種区域 60dB 55dB 

第二種区域 表 3.2-30 に示す区域のうち、第 3種区域及び第 4種区域 65dB 60dB 

出典：「令和元年度版 環境白書・資料編」(福井県ホームページ  

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kankyou/kankyouseisakuka/siryou.html 令和 2 年 4 月 20 日閲覧) 

 

表 3.2-34 特定建設作業に係る振動の規制基準(福井県) 

規制種別 第 1号区域 第 2号区域 

基準値 75dB(敷地境界線) 

作業禁止時間 19:00～7:00 22:00～6:00 

1 日当たりの作業時間 10 時間以内 14 時間以内 

作業期間 連続 6日以内 

作業禁止日 日曜日その他の休日 

注)区域区分：  

第 1 号区域：表 3.2-30 に示す区域のうち、第 1 種区域、第 2 種区域及び第 3 種区域の全区並びに第 4 種区域で学校、

保育所、病院および患者を入院させるための施設を有する診療所、図書館、特別養護老人ホームの敷地の周

囲おおむね 80m 以内の区域 

第 2 号区域：表 3.2-30 に示す区域のうち、第 4種区域で、第 1号区域を除く区域 

出典：「令和元年度版 環境白書・資料編」(福井県ホームページ  

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kankyou/kankyouseisakuka/siryou.html 令和 2 年 4 月 20 日閲覧) 

 

表 3.2-35 道路交通振動の要請限度 

区域の区分 
昼間 

(6:00～22:00) 

夜間 

(22:00～6:00) 

第 1 種区域 65dB 60dB 

第 2 種区域 70dB 65dB 

注)区域区分： 

第 1 種区域：表 3.2-30 に示す区域のうち、第 1種区域及び第 2種区域 

第 2 種区域：表 3.2-30 に示す区域のうち、第 3種区域及び第 4種区域 

出典：「令和元年度版 環境白書・資料編」(福井県ホームページ  

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kankyou/kankyouseisakuka/siryou.html 令和 2 年 4 月 20 日閲覧) 
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図 3.2-11 振動規制地域 
出典：「特定施設について(騒音規制法、振動規制法)」(敦賀市ホームページ 

https://www.city.tsuruga.lg.jp/kurashi/kankyou_kougai/kankyohozen/ 

tokuteisisetu.html 令和 2年 4月 15 日閲覧) 

「国土数値情報 用途地域(平成 23 年)」(国土交通省ホームページ 

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html)をもとに作成 
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  (e) 水質汚濁 

工場及び事業所からの排出水について、「水質汚濁防止法」(昭和 45 年 12 月 25 日法律第 138 号、

最終改正：平成29年6月2日法律第45号)に基づく全国一律の排水基準は表 3.2-36及び表 3.2-37

に示すとおりである。 

また、事業実施想定区域及びその周囲において、「湖沼水質保全特別措置法」（昭和 59 年法律

第 61 号、最終改正：平成 26 年 6 月 18 日法律第 72 号）に基づく指定湖沼はない。 

なお、福井県では「水質汚濁防止法第三条第三項の規定に基づく排水基準を定める条例」(昭和

47 年条例第 32 号、最終改正：平成 15 年条例第 57 号)に基づき、表 3.2-38 に示すとおり、上乗せ

排水基準が設定されている。 

なお、本事業では全国一律の排水基準及び上乗せ排水基準について、それらが適用される施設は

設置しない。 

 

表 3.2-36 排水基準を定める省令(有害物質に係る排水基準) 

一律排水基準 
地下浸透基準 

種類又は項目 許容限度 

カドミウム及びその化合物 0.03mg/L 0.001mg/L 

シアン化合物 1mg/L 0.1mg/L 

有機燐化合物 1mg/L 0.1mg/L 

鉛及びその化合物 0.1mg/L 0.005mg/L 

六価クロム化合物 0.5mg/L 0.04mg/L 

砒素及びその化合物 0.1mg/L 0.005mg/L 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 0.005mg/L 0.0005mg/L 

アルキル水銀化合物 検出されないこと 0.0005mg/L 

ポリ塩化ビフェニル 0.003mg/L 0.0005mg/L 

トリクロロエチレン 0.1mg/L 0.002mg/L 

テトラクロロエチレン 0.1mg/L 0.0005mg/L 

ジクロロメタン 0.2mg/L 0.002mg/L 

四塩化炭素 0.02mg/L 0.0002mg/L 

1,2-ジクロロエタン 0.04mg/L 0.0004mg/L 

1,1-ジクロロエチレン 1mg/L 0.002mg/L 

シス-1,2-ジクロロエチレン 0.4mg/L 0.004mg/L 

1,1,1-トリクロロエタン 3mg/L 0.0005mg/L 

1,1,2-トリクロロエタン 0.06mg/L 0.0006mg/L 

1,3-ジクロロプロペン 0.02mg/L 0.0002mg/L 

チウラム 0.06mg/L 0.0006mg/L 

シマジン 0.03mg/L 0.0003mg/L 

チオベンカルブ 0.2mg/L 0.002mg/L 

ベンゼン 0.1mg/L 0.001mg/L 

セレン及びその化合物 0.1mg/L 0.002mg/L 

ほう素及びその化合物 
海域 230mg/L 

0.2mg/L 
その他 10mg/L 

ふっ素及びその化合物 
海域 15mg/L 

0.2mg/L 
その他 8mg/L 

アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び硝

酸化合物(アンモニア性窒素に 0.4 を乗じたもの、亜硝酸

性窒素及び硝酸性窒素の合計量) 

100mg/L 

ア ン モ ニ ア 性 窒 素 ：

0.7mg/L 

亜硝酸性窒素：0.2mg/L 

硝酸性窒素：0.2mg/L 

1,4-ジオキサン 0.5mg/L 0.005mg/L 

塩化ビニルモノマー - 0.0002mg/L 

備考 

1.温泉を利用する旅館業については、一部項目について適用除外 

2.地下浸透基準は、法施行規則第 6条の 2に定める「地下浸透水が有害物質を含むもの」としての要件 

出典：「排水基準を定める省令」(昭和 46 年 6 月 21 日、総理府令第 35 号、最終改正：平成 30 年 8月 28 日環境省令第 18 号)    
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表 3.2-37 排水基準を定める省令(生活環境項目に係る排水基準) 

一律排水基準 

種類又は項目 許容限度 

生
活
環
境
項
目 

水素イオン濃度(pH) 
海域 5.0～9.0 

その他 5.8～8.6 

生物化学的酸素要求量(BOD) 160(日間平均 120) 

化学的酸素要求量(COD) 160(日間平均 120) 

浮遊物質(SS) 200(日間平均 150) 

ノルマルヘキサン抽出物質含有量(油分) 
鉱油含有量 5 

動植物油脂類含有量 30 

フェノール類含有量 5 

銅含有量(Cu) 3 

亜鉛含有量(Zn) 2 

溶解性鉄含有量(Fe) 10 

溶解性マンガン含有量(Mn) 10 

クロム含有量(Cr) 2 

大腸菌群数 日平均 3,000 個/cm3 

窒素含有量(T-N) 120(日間平均 60) 

燐含有量(T-P) 16(日間平均 8) 

備考 

1.単位は、水素イオン濃度・大腸菌群数を除き、全て mg/L である。 

2.生活環境項目の排出基準は、1 日当たりの平均的な排出水の量が 50m3 以上である工場又は事業場に係る排出水につい

て適用する。 

3.生物化学的酸素要求量についての排出基準は、海域及び湖沼以外の公共用水域に排出される排出水に限って適用し、

化学的酸素要求量についての排水基準は、海域及び湖沼に排出される排出水に限って適用する。 

4.温泉を利用する旅館業については、一部項目について適用除外。 

5.窒素含有量・りん含有量の基準は、環境大臣が定める湖沼、海域及びこれに流入する河川に排出される排出水につい

て適用する。 

注)許容限度の数値は、水素イオン濃度については表に示した数値を含む範囲内、その他の項目については表に示した数値以下を許容限度

とする。 

出典：「排水基準を定める省令」(昭和 46 年 6 月 21 日、総理府令第 35 号、最終改正：平成 30 年 8月 28 日環境省令第 18 号)    

 

表 3.2-38(1) 越前加賀海岸地先海域に係る上乗せ排水基準 

項目 特定事業場の種類 区分 
許容限度 

新設の場合 新設以外の場合 

生物化学的

酸素要求量 

1 食料品製造業に係る特定事業場 80(日間平均 60) 120(日間平均 100) 

2 浄水施設、中央卸売市場の施設または試験研究機関等の施設を

設置する特定事業場 
60(日間平均 50) 120(日間平均 90) 

3 旅館業に係る特定事業場 80(日間平均 60)  

4 屎尿処理施設のみを設置する特定事業場 日間平均 30  

5 下水道終末処理施設を設置する特定事業場 日間平均 20  

6 1 から 5 までの特定事業場以外の特定事業場 40(日間平均 30) 50(日間平均 40) 

化学的酸素

要求量 

1 食料品製造業に係る特定事業場 80(日間平均 60) 120(日間平均 100) 

2 浄水施設、中央卸売市場の施設または試験研究機関等の施設を

設置する特定事業場 
60(日間平均 50) 120(日間平均 90) 

3 旅館業に係る特定事業場 80(日間平均 60)  

4 屎尿処理施設のみを設置する特定事業場 日間平均 30  

5 下水道終末処理施設を設置する特定事業場 日間平均 20  

6 1 から 5 までの特定事業場以外の特定事業場 40(日間平均 30) 50(日間平均 40) 

浮遊物質量 

1 食料品製造業に係る特定事業場 110(日間平均 90) 150(日間平均 120) 

2 旅館業に係る特定事業場 120(日間平均 100)  

3 非金属鉱業および鉱物・土石粉砕等処理業に係る特定事業場 150(日間平均 120)  

4 屎尿処理施設のみを設置する特定事業場 日間平均 70  

5 下水道終末処理施設を設置する特定事業場 日間平均 70  

6 1 から 5 までの特定事業場以外の特定事業場 90(日間平均 70) 120(日間平均 100) 

出典：「水質汚濁防止法第三条第三項の規定に基づく排水基準を定める条例」(昭和 47 年条例 32 号、最終改正：平成 15 年条例第 57 号) 
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表 3.2-38(2) 九頭竜川水域に係る上乗せ排水基準 

項目 特定事業場の種類 区分 
許容限度 

新設の場合 新設以外の場合 

生物化学的酸

素要求量 

1 食料品製造業に係る特定事業場 
排水量 3000 ㎥未満 80(日間平均 60) 120(日間平均 100) 

排水量 3000 ㎥以上 70(日間平均 50) 100(日間平均 85) 

2 繊維工業(染色整理業を含む。)に係る特

定事業場 

排水量 3000 ㎥未満 60(日間平均 50) 100(日間平均 80) 

排水量 3000 ㎥以上 50(日間平均 40) 85(日間平均 70) 

3 紙、パルプまたは

紙加工品製造業に

係る特定事業場 

① 中芯用セミケミ

カルパルプ製造業

に係る特定事業場 

排水量 3000 ㎥未満 120(日間平均 100) 150(日間平均 110) 

排水量 3000 ㎥以上 100(日間平均 85) 130(日間平均 100) 

② ①以外の特定事

業場 

排水量 3000 ㎥未満 70(日間平均 55) 120(日間平均 100) 

排水量 3000 ㎥以上 60(日間平均 45) 100(日間平均 85) 

4 化学工業に係る特

定事業場 

① 医薬品製造業に

係る特定事業場 

排水量 3000 ㎥未満 80(日間平均 60) 150(日間平均 120) 

排水量 3000 ㎥以上 70(日間平均 50) 130(日間平均 100) 

② ①以外の特定事

業場 

排水量 3000 ㎥未満 50(日間平均 40) 80(日間平均 60) 

排水量 3000 ㎥以上 45(日間平均 35) 70(日間平均 50) 

5 旅館業に係る特定事業場 80(日間平均 60)  

6 屎尿処理施設のみを設置する特定事業場 日間平均 30 日間平均 30 

7 下水道終末処理施設を設置する特定事業

場 

排水量50000㎥未満 日間平均 20 日間平均 60 

排水量50000㎥以上 日間平均 20 日間平均 40 

8 1 から 7 までの特定事業場以外の特定事

業場 

排水量 3000 ㎥未満 60(日間平均 50) 120(日間平均 90) 

排水量 3000 ㎥以上 50(日間平均 40) 100(日間平均 75) 

浮遊物質量 

1 食料品製造業に係る特定事業場 120(日間平均 100) 150(日間平均 120) 

2 紙、パルプまたは

紙加工品製造業に

係る特定事業場 

① 中芯用セミケミ

カルパルプ製造業

に係る特定事業場 

 120(日間平均 100) 160(日間平均 120） 

② ①以外の特定事

業場 
 120(日間平均 100) 150(日間平均 120） 

3 旅館業に係る特定事業場 120(日間平均 100)  

4 非金属鉱業および鉱物・土石粉砕等処理業に係る特定事業場 150(日間平均 120)  

5 屎尿処理施設のみを設置する特定事業場 日間平均 70 日間平均 70 

6 下水道終末処理施設を設置する特定事業場 日間平均 70 日間平均 120 

7 1 から 6 までの特定事業場以外の特定事業場 90(日間平均 70) 120(日間平均 100) 

出典：「水質汚濁防止法第三条第三項の規定に基づく排水基準を定める条例」(昭和 47 年条例 32 号、最終改正：平成 15 年条例第 57 号) 

 

表 3.2-38(3) 笙の川および井の口川水域に係る上乗せ排水基準 

項目 特定事業場の種類 区分 
許容限度 

新設の場合 新設以外の場合 

生物化学的酸

素要求量 

1 食料品製造業に係る特定事業場 80(日間平均 60) 120(日間平均 100) 

2 繊維工業(染色整理業を含む。)に係る特定事業場 60(日間平均 50) 100(日間平均 80) 

3 紙、パルプまたは紙加工品製造業に係る特定事業場 60(日間平均 50) 100(日間平均 80) 

4 化学工業に係る特定事業場 50(日間平均 60) 80(日間平均 60) 

5 浄水施設、中央卸売市場の施設または試験研究機関等の施設を設

置する特定事業場 
60(日間平均 50) 120(日間平均 90) 

6 旅館業に係る特定事業場 80(日間平均 60)  

7 屎尿処理施設のみを設置する特定事業場 日間平均 30 日間平均 30 

8 下水道終末処理施設を設置する特定事業場 日間平均 20  

9 1 から 8 までの特定事業場以外の特定事業場 40(日間平均 30) 50(日間平均 40) 

浮遊物質量 

1 食料品製造業に係る特定事業場 110(日間平均 90) 150(日間平均 120) 

2 化学工業に係る特定事業場 60(日間平均 50) 90(日間平均 70) 

3 旅館業に係る特定事業場 120(日間平均 100)  

4 非金属鉱業および鉱物・土石粉砕等処理業に係る特定事業場 150(日間平均 120)  

5 屎尿処理施設のみを設置する特定事業場 日間平均 70 日間平均 70 

6 下水道終末処理施設を設置する特定事業場 日間平均 70  

7 1 から 6 までの特定事業場以外の特定事業場 90(日間平均 70) 120(日間平均 100) 

出典：「水質汚濁防止法第三条第三項の規定に基づく排水基準を定める条例」(昭和 47 年条例 32 号、最終改正：平成 15 年条例第 57 号) 
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  (f) 悪臭 

悪臭物質の規制基準は、「悪臭防止法」(昭和 46 年 6 月 1 日法律第 91 号、最終改正：平成 23 年

8月 30日法律第 105号)第 3条及び第 4条に基づき、都道府県知事(市の区域内の地域については、

市長)が「特定悪臭物質」の濃度又は「臭気指数」のいずれかの方法を採用し、定めるものとなっ

ている。 

事業実施想定区域が位置する敦賀市では、「特定悪臭物質」の濃度を採用しており、規制基準を

表 3.2-39 に、規制区域を図 3.2-12 に示す。なお、南越前町に規制区域はない。 

 

表 3.2-39 特定悪臭物質を含む気体の事業場の敷地の境界線の地表における規制基準 

悪臭物質の種類 
規制基準(単位：ppm) 

A 区域 B 区域 

アンモニア 1 2 

メチルメルカプタン 0.002 0.004 

硫化水素 0.02 0.06 

硫化メチル 0.01 0.05 

二硫化メチル 0.009 0.03 

トリメチルアミン 0.005 0.02 

アセトアルデヒド 0.05 0.1 

プロピオンアルデヒド 0.05 0.1 

ノルマルブチルアルデヒド 0.009 0.03 

イソブチルアルデヒド 0.02 0.07 

ノルマルバレルアルデヒド 0.009 0.02 

イソバレルアルデヒド 0.003 0.006 

イソブタノール 0.9 4 

酢酸エチル 3 7 

メチルイソブチルケトン 1 3 

トルエン 10 30 

スチレン 0.4 0.8 

キシレン 1 2 

プロピオン酸 0.03 0.07 

ノルマル酪酸 0.001 0.002 

ノルマル吉草酸 0.0009 0.002 

イソ吉草酸 0.001 0.004 

出典：「令和元年度版 環境白書・資料編」(福井県ホームページ  

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/kankyou/kankyouseisakuka/siryou.html  

令和 2 年 4月 20 日閲覧) 
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図 3.2-12 悪臭規制区域 
出典：「特定施設について(騒音規制法、振動規制法)」(敦賀市ホームページ 

https://www.city.tsuruga.lg.jp/kurashi/kankyou_kougai/kankyohozen/ 

tokuteisisetu.html 令和 2年 4月 15 日閲覧) 

「国土数値情報 用途地域(平成 23 年)」(国土交通省ホームページ 

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html)をもとに作成 
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  (g) 土壌汚染 

「土壌汚染対策法」(平成 14 年 5 月 29 日法律第 53 号、最終改正：平成 29 年 6 月 2日法律第 45

号)における指定区域の指定に係る特定有害物質とその指定基準を表 3.2-40 に示す。 

事業実施想定区域及びその周囲における、土壌汚染対策法第 6条第 1項に基づく要措置区域、同

法第 11 条第 1 項に基づく形質変更時要届出区域の指定状況は敦賀市に形質変更時要届出区域が 2

件指定されている。なお、事業実施想定区域内に指定地域はない。 

 

表 3.2-40 特定有害物質及び指定区域の指定基準 

分類 特定有害物質 

地下水等の摂取 

によるリスク 

直接摂取 

によるリスク 

土壌溶出量基準 土壌含有量基準 

(mg/L 以下) (mg/kg 以下) 

第
１
種
特
定
有
害
物
質 

(

揮
発
性
有
機
化
合
物)

 

クロロエチレン 0.002 － 

四塩化炭素 0.002 － 

1,2－ジクロロエタン 0.004 － 

1,1－ジクロロエチレン 0.1 － 

1,2－ジクロロエチレン 0.04 － 

1,3－ジクロロプロペン 0.002 － 

ジクロロメタン 0.02 － 

テトラクロロエチレン 0.01 － 

1,1,1－トリクロロエタン 1 － 

1,1,2－トリクロロエタン 0.006 － 

トリクロロエチレン 0.03 － 

ベンゼン 0.01 － 

第
２
種
特
定
有
害
物
質 

(

重
金
属
等)

 

カドミウム及びその化合物 カドミウム 0.01 カドミウム 150 

六価クロム化合物 六価クロム 0.05 六価クロム 250 

シアン化物 シアン不検出 遊離シアン 50 

水銀及びその化合物 
水銀 0.0005 

アルキル水銀不検出 
水銀 15 

セレン及びその化合物 セレン 0.01 セレン 150 

鉛及びその化合物 鉛 0.01 鉛 150 

砒素及びその化合物 砒素 0.01 砒素 150 

ふっ素及びその化合物 ふっ素 0.8 ふっ素 4000 

ほう素及びその化合物 ほう素 1 ほう素 4000 

第
３
種
特
定
有

害
物
質 

(

農
薬
等)

 

シマジン 0.003 － 

チオベンカルブ 0.02 － 

チウラム 0.006 － 

ポリ塩化ビフェニル(PCB) 不検出 － 

有機りん化合物(パラチオン、メチルパラチ

オン、メチルジメトン、EPN に限る。) 
不検出 － 

出典：「土壌汚染対策法」(平成 14 年 12 月 26 日 環境省令第 29 号、最終改正：平成 31 年 1月 28 日 環境省令第 3号) 

 

  (h) 航空法 

事業実施想定区域及びその周囲においては、「航空法」(昭和 27 年 7 月 15 日法律第 231 号 最終

改正：令和元年 6 月 19 日法律第 38 号)第 49 条の規定による空港周辺における物件の高さ制限(進

入表面・転移表面・水平表面)のある空域はない。 
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 (2) 自然関係法令等 

事業実施想定区域及びその周囲における自然関係法令等による規制状況は表 3.2-41 に示す通り

である。 

 

表 3.2-41 自然関係法令等一覧 

法令等 地域地区等の名称 

指定の有無 

事業実施 

想定区域 

事業実施 

想定区域 

の周囲 

敦賀市 南越前町 

自然公園法 
国立公園 - - - - 

国定公園 ○ ○ ○ ○ 

県立自然公園条例 県立自然公園 - - - - 

自然環境保全法 
原生自然環境保全地域 - - - - 

自然環境保全地域 - - - - 

県自然環境等保全条例 
県自然環境保全地域 - - ○ - 

緑地環境保全地域 - - - - 

世界の文化遺産及び自然遺産の保

護に関する条約 

世界文化遺産 - - - - 

世界自然遺産 - - - - 

都市緑地法 
緑地保全地区・ 

特別緑地保全地区 
- - - - 

絶滅のおそれのある野生動植物の

種の保存に関する法律 
生息地等保護区 - - - - 

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の

適正化に関する法律 
鳥獣保護区 - - ○ ○ 

特に水鳥の生息地として国際的に

重要な湿地に関する条約（ラムサ

ール条約） 

ラムサール条約 

登録湿地 
- - ○ - 

文化財保護法 

国指定史跡・名勝・ 

天然記念物 
- - ○ ○ 

県指定史跡・名勝・ 

天然記念物 
- ○ ○ ○ 

市町村指定史跡・名勝・天然

記念物 
○ ○ ○ ○ 

周知の埋蔵文化財包蔵地 ○ ○ ○ ○ 

都市計画法 
都市計画区域 - ○ ○ - 

風致地区 - - - - 

自然再生推進法 
自然再生事業実施計画 - - - - 

自然再生協議会 - - - - 

景観法 
景観計画区域 ○ ○ ○ - 

景観行政団体 ○ ○ ○ - 

森林法 保安林 ○ ○ ○ ○ 

砂防法 砂防指定地 ○ ○ ○ ○ 

急傾斜地の崩壊による 

災害の防止に関する法律 
急傾斜地崩壊危険区域 - ○ ○ ○ 

地すべり等防止法 地すべり防止区域 - ○ ○ ○ 

土砂災害警戒区域等における土砂

災害防止対策の推進に関する法律 

土砂災害警戒区域・ 

土砂災害特別警戒区域 
○ ○ ○ ○ 

農業振興地域の整備に関する法律 
農用地区域 ○ ○ ○ ○ 

農業地域 ○ ○ ○ ○ 

注) 表中「○」は指定あり、「-」は指定なし  
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   1) 自然公園 

事業実施想定区域及びその周囲における「自然公園法」(昭和 32 年 6 月 1日法律第 161 号 最終

改正：令和元年 6 月 14 日法律第 37 号)、「福井県立自然公園条例」(昭和 33 年 10 月 21 日条例第

53 号 最終改正：令和元年 10 月 9 日条例第 11 号)に基づく、自然公園の指定状況を図 3.2-13 に

示す。 

 

   2) 自然環境保全地域等 

事業実施想定区域及びその周囲には、「自然環境保全法」(昭和 47 年 6 月 22 日法律第 85 号、最

終改正：平成 31 年 4 月 26 日法律第 20 号)、「福井県自然環境保全条例」(昭和 48 年 3 月 26 日条例

第 1号、最終改正：平成 17 年 10 月 1 日条例第 65 号)に基づく、自然環境保全地域、緑地環境保全

地域等の指定はない。 

 

   3) 世界の文化遺産及び自然遺産 

事業実施想定区域及びその周囲には、「世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する条約」(平成

4年 9月 28日条約第 7号 平成 4年 9月 30日発効(平成 4外務省告示 460))による世界遺産の指定

はない。 

 

   4) 緑地保全地域及び特別緑地保全地区 

事業実施想定区域及びその周囲には、「都市緑地法」(昭和 48 年 9 月 1日法律第 72 号、最終改正：

平成 30 年 6 月 27 日法律第 67 号)に基づく緑地保全地域及び特別緑地保全地区はない。 

 

   5) 生息地等保護区 

事業実施想定区域及びその周囲には、「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律」

(平成 4年 6月 5日法律第 75 号、最終改正：令和元年 6月 14 日法律第 37 号)の第 36 条第 1項によ

り指定された生息地等保護区はない。 

 

   6) 鳥獣保護区 

事業実施想定区域及びその周囲には、「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」

(平成 14 年 7 月 12 日法律第 88 号、最終改正：平成 27 年 3 月 31 日法律第 2号)第 28 条の規定によ

り設定された「鳥獣保護区」並びに第 29 条の規定により設定された「特別保護地区」の指定はな

い。 

 

   7) ラムサール条約登録湿地 

事業実施想定区域及びその周囲には、「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条

約（ラムサール条約）」(昭和 55 年 9 月 22 日条約第 28 号)に基づく、湿地の登録はない。 
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図 3.2-13 自然公園の分布状況 

出典：「国土数値情報 自然公園地域(平成 27 年)(国土交通省ホームページ 

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 

「各自然公園の区域図について」(福井県ホームページ 

https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/shizen/kouenkuikizu.html  

令和 2 年 4月 20 日閲覧) 
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   8) 史跡・名勝・天然記念物等 

事業実施想定区域及びその周囲では、「文化財保護法」(昭和 25 年 5 月 30 日法律第 214 号 最終

改正：平成 30 年 6 月 8日法律第 42 号)に基づく「福井県文化財保護条例」(昭和 34 年 7 月 31 日条

例第 39 号 最終改正：平成 17 年 10 月 11 日条例第 65 号)、「敦賀市文化財保護条例」(昭和 45 年

7 月 1 日条例第 27 号 最終改正：昭和 51 年 6 月 27 日条例第 35 号)、「南越前町文化財保護条例」

(平成 17年 1月 1日条例第 104号 最終改正：平成 26年 3月 25日条例第 7号)が施行されている。 

事業実施想定区域及びその周囲における史跡・名勝・天然記念物の指定状況を表 3.2-42 及び図 

3.2-14 に示す。 

事業実施想定区域内には「鉢伏城跡」、「観音丸城跡」、「木ノ芽峠城跡」、「西光寺丸城跡」が分布

している。 

また、周知の埋蔵文化財包蔵地の情報は表 3.2-43 及び図 3.2-15 に示すとおり、事業実施想定

区域内には「鉢伏城跡」、「木ノ芽峠城跡」、「西光寺丸城跡」が分布している。 

 

表 3.2-42 業実施想定区域及びその周囲の史跡・名勝・天然記念物 

No. 指定 種別 名称 所在地 

1 県指定 天然記念物 休岩寺のソテツ 敦賀市大比田 

2   栃ノ木峠のトチノ木 南越前町板取 

3 市指定 史跡 武田耕雲斎本陣跡 敦賀市新保 

4 町指定  円宮寺の避難洞窟 南越前町河内 

5   観音丸城跡 南越前町二ツ屋 

6   木ノ芽峠城跡 南越前町板取 

7   西光寺丸城跡 南越前町板取 

8   たこの呼び坂 南越前町大谷 

9   鉢伏城跡 南越前町二ツ屋 

10   湯尾峠 南越前町湯尾 

11 市指定 天然記念物 鉢伏山のカツラ 敦賀市阿曽 

12   赤崎・八幡神社のカゴノキ 敦賀市赤崎 

13   小森神社のヤブニッケイ 敦賀市大比田 

14   大比田観音堂のタブノキ 敦賀市大比田 

15   小森神杜のケヤキ 敦賀市大比田 

16   貴船神社のタブノキ 敦賀市元比田 

17   田結神社のスダジイ 敦賀市田結 

18 町指定  大谷のムクロジ 南越前町大谷 

19   欅 南越前町二ツ屋 

20   藤の森の椿の群生 南越前町大谷 

出典：「国指定文化財等データベース」(文化庁ホームページ  

http://kunishitei.bunka.go.jp/bsys/index_pc.html 令和 2年 4月 24 日閲覧) 

「国土数値情報 都道府県指定文化財(平成 26 年度)」(国土交通省ホームページ   

http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 
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図 3.2-14  

史跡・名勝・天然記念物 

出典：表 3.2-42 に示す。 



3-153 

(175) 

表 3.2-43 事業実施想定区域及びその周囲の埋蔵文化財包蔵地 

No. 遺跡番号 名称 種別 時代 所在地 

1 06001 ウツトモ山砦跡 城跡 中世 敦賀市元比田 

2 06002 元比田遺跡 散布地 古墳～中世 敦賀市元比田 

3 06003 大比田遺跡 散布地 奈良～中世 敦賀市大比田 

4 06004 大比田立ノ下遺跡 散布地 古墳～中世 敦賀市大比田 

5 06005 横浜杉津遺跡 散布地 弥生～中世 敦賀市横浜・杉津 

6 06006 杉津遺跡 散布地 弥生～古墳 敦賀市杉津 

7 06007 岡崎山砦跡 城跡 中世 敦賀市杉津 

8 06008 杉津砦・河野九砦跡 城跡 中世 敦賀市杉津 

9 06009 阿曽遺跡 散布地 古墳～中世 敦賀市阿曽 

10 06010 鵜の屎遺跡 城跡 中世 敦賀市阿曽 

11 06011 利椋峠砦跡 城跡 中世 敦賀市挙野 

12 06012 帰山砦跡（江良首領古墳） 城跡（古墳） 古墳・中世 敦賀市江良 

13 06013 帰山砦跡（江良帰山古墳） 城跡（古墳） 古墳・中世 敦賀市江良 

14 06014 江良遺跡 散布地 弥生～平安 敦賀市江良 

15 06015 赤崎遺跡 散布地 奈良～中世 敦賀市赤崎 

16 06016 鞠山遺跡 散布地 古墳～近世 敦賀市鞠山 

17 06017 田結西遺跡 散布地 奈良～近世 敦賀市鞠山・田結 

18 06018 田結中遺跡 散布地 奈良・平安 敦賀市田結 

19 06019 田結東遺跡 散布地 中世・近世 敦賀市田結 

20 06020 葉原窯跡群 窯跡 平安 敦賀市葉原 

21 06021 葉原遺跡 散布地 平安 敦賀市葉原 

22 06022 葉原経塚 経塚 平安 敦賀市葉原 

23 06023 葉原館跡 館跡 中世 敦賀市葉原 

24 26014 茶臼山城跡 城跡 中世 南越前町上別所 

25 26015 奥野々宮ノ前遺跡 散布地 中世･近世 南越前町奥野々 

26 27001 柚尾城（湯尾峠）跡 城跡 中世 南越前町湯尾 

27 27003 孫杓子遺跡 散布地 0 南越前町湯尾 

28 27005 今庄奥大谷遺跡 館跡 0 南越前町今庄 

29 27007 燧ヶ城跡 城跡 中世 南越前町今庄 

30 27009 南今庄ゴシヲ遺跡 散布地 0 南越前町南今庄 

31 27010 下新道遺跡 散布地 平安･中世･近世 南越前町下新道 

32 27011 赤座久兵衛館跡 館跡 中世 南越前町上新道 

33 27017 荒井館跡 館跡 中世・近世 南越前町荒井 

34 27023 虎杖城跡 城跡 中世･近世 南越前町板取 

35 27024 鉢伏城跡 城跡 中世 南越前町二ツ屋 

36 27025 木ノ芽峠城跡 城跡 中世 南越前町二ツ屋 

37 27026 西光寺丸城跡 城跡 中世 南越前町上板取 

38 27027 湯尾城跡 城跡 中世 南越前町湯尾 

39 27029 堂谷院跡 寺院跡 中世 南越前町今庄 

40 27030 藤勝寺跡 寺院跡 中世 南越前町今庄 

41 27031 藤倉権現跡 寺院跡 中世 南越前町今庄 

42 27032 清心寺跡 寺院跡 中世 南越前町今庄 

43 27033 鍋倉院跡 寺院跡 中世 南越前町今庄 

44 28008 太良城跡 城跡 中世 南越前町太良 
出典：「福井の文化財 埋蔵文化財(福井県遺跡地図)」（福井県ホームページ  

http://info.pref.fukui.jp/bunka/bunkazai/index.html 令和 2年 4 月 24 日閲覧） 
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図 3.2-15 埋蔵文化財包蔵地 

出典：「福井の文化財 埋蔵文化財(福井県遺跡地図)」（福井県ホームページ 

http://info.pref.fukui.jp/bunka/bunkazai/index.html 

令和 2 年 4月 24 日閲覧） 
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   9) 都市計画法の指定地域 

  (a) 都市計画区域 

事業実施想定区域及びその周囲における、「都市計画法」(昭和 43 年 6 月 15 日法律第 100 号、最

終改正：平成 30 年 4 月 25 日法律第 22 号)に基づく都市計画区域の指定状況を図 3.2-16 に示す。 

 

  (b) 風致地区 

事業実施想定区域及びその周囲には、「都市計画法(昭和 43 年 6 月 15 日法律第 100 号、最終改正：

平成 30 年 4 月 25 日法律第 22 号)」に基づく風致地区の指定はない。 

 

   10) 自然再生事業実施計画・自然再生協議会 

事業実施想定区域及びその周囲には、「自然再生推進法」(平成 14 年 12 月 11 日法律第 148 号)

に基づく自然再生事業実施計画、自然再生協議会はない。 

 

   11) 景観法等の指定地域 

事業実施想定区域及びその周囲における「景観法」(平成 16 年 6 月 18 日法律第 110 号、最終改

正：平成 30 年 6 月 8日法律第 41 号)に基づく景観計画区域の指定状況を図 3.2-17 に示す。 

なお、敦賀市は景観法に基づく景観行政団体として公示されており、「敦賀市景観計画」（平成

26 年 3 月）が策定されている。 

 

   12) 保安林 

事業実施想定区域及びその周囲における「森林法」(昭和 26 年 6 月 26 日法律第 249 号、最終改

正：平成30年 6月 1日法律第35号)第 25条の規定により指定された保安林の指定状況を図 3.2-18

に示す。 

 

   13) 砂防指定地 

事業実施想定区域及びその周囲における「砂防法」（明治 30 年 3 月 30 日法律第 29 号、最終改正：

平成 25 年 11 月 22 日法律第 76 号）に基づく砂防指定地の指定状況を図 3.2-19 に示す。 

 

   14) 急傾斜地崩壊危険区域 

事業実施想定及びその周囲における「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」（昭和 44

年 7 月 1 日法律第 57 号、最終改正：平成 17 年 7 月 6 日法律第 82 号）に基づく土砂災害警戒区域

等の指定状況を図 3.2-19 に示す。 

 

   15) 地すべり防止区域 

事業実施想定区域及びその周囲における「地すべり等防止法」（昭和 33 年 3 月 31 日法律第 30

号、最終改正：平成 29 年 6 月 2日法律第 45 号）に基づく指定状況を図 3.2-19 に示す。 
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図 3.2-16 

都市計画区域の指定状況 
出典：「国土数値情報 都市地域(平成 30 年)」 

(国土交通省ホームページ http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 

「敦賀市都市計画図（平成 29 年 3 月 28 日時点」 
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図 3.2-17 

景観計画区域の指定状況 

出典：「国土数値情報 景観計画区域(平成 26 年)」(国土交通省ホームページ 

    http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 
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図 3.2-18 

保安林の指定状況 

出典：「国土数値情報 森林地域(平成 23 年)」(国土交通省ホームページ 

    http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 
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図 3.2-19  

砂防指定地、急傾斜地崩壊危険区

域及び地すべり防止区域の指定出典：「土地保全等関係指定区域図 福井県」（国土交通省ホームページ  

http://nrb-www.mlit.go.jp/kokjo/inspect/inspect.html 

令和 2 年 4月 24 日閲覧） 



3-160 

(182) 

   16) 土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域 

事業実施想定区域及びその周囲における「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進

に関する法律」(土砂災害防止法)(平成 12 年 5 月 8 日法律第 57 号、最終改正：平成 29 年 5 月 19

日法律第 31 号)に基づく指定区域の指定状況を図 3.2-20 に示す。 

 

   17) 農用地区域・農業地域 

事業実施想定区域及びその周囲における「農業振興地域の整備に関する法律」(昭和 44 年 7 月 1

日法律第 58 号、最終改正：令和元年 5月 24 日法律第 12 号)に基づく農用地区域及び農業地域の指

定状況を図 3.2-21 に示す。 
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図 3.2-20 

土砂災害警戒区域等の指定状況 

出典：「国土数値情報 土砂災害警戒区域(平成 30 年度)」 

(国土交通省ホームページ http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html） 
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図 3.2-21  

農用地区域の指定状況 

出典：「国土数値情報 農業地域(平成 27 年)」 

(国土交通省ホームページ http://nlftp.mlit.go.jp/ksj/index.html）  
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 (3) その他環境保全計画等 

   1) 福井県環境基本計画 

福井県では、平成 7 年 3 月に制定された「福井県環境基本条例」(平成 7 年条例第 5 号)におけ

る、「豊かで美しい環境の恵沢の享受と継承」、「環境への負荷の少ない持続的発展が可能な社会の

構築」、「地球環境保全の推進」の 3 つの基本理念の実現を目指すため、平成 9 年 3 月に福井県環

境基本計画を策定し、その後の社会・経済などの情勢の変化を受け、平成 15 年 1 月、平成 20 年

11 月、平成 25 年 11 月に見直しを行った。 

また、最後の見直しから 5年が経過し、環境を取り巻く情勢も変化し、これらの状況を踏まえ、

計画期間最終年度(平成 34 年度)に目指す姿と、これを実現するための道筋を示すため、平成 30

年 3 月に福井県環境基本計画を改定した。 

福井県環境基本計画における基本的事項は表 3.2-44 に示すとおりである。 

 

表 3.2-44 福井県環境基本計画の基本的事項 

基本目標 ふるさとの美しい環境を守り育て 福井の活力につなげる 

計画期間 平成 30 年度～平成 34 年度 

分野別施策 

自然と共生する社会づくりの推進 

・自然とふれあう活動の推進 

・里山里海湖の保全・再生と活用 

・生物多様性の保全 

地球温暖化対策の推進 

・緩和策の推進 

・適応策の推進 

・県の事務・事業における温室効果ガス排出削減 

循環型社会の推進 
・3R の促進 

・不適正な処理の防止 

生活環境の保全 

・水・大気環境の保全 

・化学物質対策の推進 

・放射性物質の監視等 

環境について自ら考え行動する 

人づくり 

・学校における環境教育の促進 

・地域や家庭における環境教育や環境活動の促進 

各分野に共通する施策の推進 
・環境に配慮した事業活動の推進 

・環境情報の収集・提供 

出典：「福井県環境基本計画」(福井県ホームページ 

http://www.pref.fukui.jp/doc/kankyou/keikaku-sakutei.html 令和元 2 年 4月 24 日閲覧) 
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   2) 敦賀市環境基本計画 

敦賀市では、平成 12 年 3 月に環境保全の基本理念となる「敦賀市環境基本条例」を制定し、こ

の条例に基づき平成 14 年 3 月に「敦賀市環境基本計画」を策定し、環境政策を推進してきた。 

しかしながら、策定後 10 年の間には、循環型社会実現に向けた取り組みの強化、地球温暖化へ

の対応やエネルギー問題、生物多様性の確保に向けた取り組みの推進など、環境行政をとりまく

状況が大きく変化してきたため、前計画を引継ぎつつ今日の環境問題に取り組んでいくための指

針として平成 25 年（2013 年）3月に「第 2次敦賀市環境基本計画」を策定した。 

また、第 2次敦賀市環境基本計画に基づき、5年間（平成 30 年度～34 年度）にかけての「後期 

環境アクションプラン」を定め、各主体が自主的に取り組んでいく環境活動の目安とするととも

に、他の主体の具体的な環境活動を知りお互いに連携･協働しながら環境活動に取り組んでいくこ

ととしている。 

第 2次敦賀市環境基本計画における施策の基本的事項は表 3.2-45 に示すとおりである。 

 

表 3.2-45 第 2 次敦賀市環境基本計画における施策の基本的事項 

基本目標 
さわやかな風 清らかな水 人と自然が共生し 

未来に向かって みんなが行動するまち つるが 

計画期間 平成 25 年度～平成 34 年度 

分野別施策 

自然環境と多様な生態系を守る 

・山林環境の保全と育成 

・水辺環境の保全と育成 

・里地里山環境の保全と育成 

・中池見湿地の保全 

みどりと歴史文化が調和した 

美しい都市景観をつくる 

・まちのみどりの保全と創出 

・歴史文化資産の保全 

・美しい景観の形成 

安心な生活環境をつくる 

・大気汚染や悪臭の防止 

・水質汚染や土壌汚染の防止 

・騒音や振動の低減 

・有害化学物質や放射性物質の対応 

快適な生活環境をつくる 

・近隣公害への対応 

・公共交通機関の充実 

・バリアフリー環境の整備 

・環境美化の推進 

地球温暖化対策に努める 
・省エネルギーの推進 

・エネルギーの創出と有効利用 

資源を大切にする 
・３R 活動の推進 

・ごみの適正処理の推進 

環境問題を知り考える人を育てる 

・身近な自然とのふれあい 

・環境教育・環境学習の推進 

・環境情報の収集と提供 

みんなが積極的に環境活動に取り組む 
・環境活動への参加推進と支援 

・協力体制の構築と連携強化 

出典：「第 2 次敦賀市環境基本計画」「後期 環境アクションプラン」(敦賀市ホームページ 

https://www.city.tsuruga.lg.jp/about_city/plan/sonota/2kankyokihonkeikaku.html 令和 2年 4月 24 日閲覧) 
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   3) 南越前町環境基本計画 

南越前町では、「環境基本法」及び町の環境基本条例に基づき、平成 21 年 3 月に最初の南越前

町環境基本計画を策定し、取組みを進めてきたが、前計画の計画期間終了に伴い、令和 2年（2020

年）3月に「南越前町環境基本計画」の改定をすることとした。 

南越前町環境基本計画における施策の基本的事項は表 3.2-46 に示すとおりである。 

 

表 3.2-46 南越前町環境基本計画における施策の基本的事項 

基本目標 町民の手で 守り育てる 山・海・里 

計画期間 平成 30 年度～令和 4年度 

施策の方向性 

生活環境： 

いきいきと暮せる住みよいまち 

・大気環境、水環境の保全と化学物質対策の推進 

・循環型社会の促進 

自然環境： 

豊かな自然をいつまでも誇れるまち 

・山・海・里の保全 

・動植物の生育・生息環境の保全 

・地域資源の保存・継承とその活用 

地球環境： 

地球にやさしい行動に取り組めるまち 
・地球温暖化防止対策 

環境教育： 

未来の環境に向けて行動できるまち 

・環境学習の推進 

・環境活動の推進 

・環境情報の提供 

出典：「南越前町環境基本計画」(南越前町ホームページ 

https://www.town.minamiechizen.lg.jp/kurasi/101/116/p001007.html 令和 2 年 4月 24 日閲覧) 
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3.3 専門家等へのヒアリング 

既存資料整理では把握しきれない情報を補完するため、専門家及び団体等へのヒアリングを実施し

た。ヒアリングにより得られた情報を表 3.3-1 に示す。 

 

表 3.3-1 専門家等への意見聴取の内容(1/2) 

所属 専門分野 意見の概要 

地元鳥類
研究者 

鳥類 ・文献調査で参考とした図書に特に問題はない。 
・日本野鳥の会福井県が発行している広報誌「つぐみ」には鉢伏山周辺におけるタカ渡りのデ

ータが掲載されているので、参考文献として掲載するとよい。 
・重要な種の抽出は福井県 RDB を参考とし、この地区の重要な種は網羅されている。 
・キバシリもこの地区では出現してもおかしくないので、声も小さく見つけにくい種ではある

が、調査をする際は留意するとよい。 
・鳥類の渡りルートの参考資料として、滋賀県でまとめたものがあったと思うので、今後、調
査方法や調査位置などを検討する際には参考にするとよい。 

・クマタカがこの地区に生息していることは確実で、タカ渡り等の観察時には求愛ディスプレ
イや縄張り争いをよく見かける。 

・幼鳥を何年かに 1度は見ているので繁殖もしていることは間違いない。 
・イヌワシは稀に飛行しているのを見かける。営巣場所は確認されておらず、若い個体の移動

と考えられるが調査時には留意してほしい。 
・タカ渡りのルートとして鉢伏山周辺は県内有数のエリアと言え、渡りの時期にはハチクマや

サシバが多く見られる。 
・海からの上昇気流と谷からの上昇気流がこのあたりの稜線でぶつかり、それを利用して稜線

沿いに抜けていく鳥たちもいる。ただ、詳細な移動ルートは把握できていないことからも留
意が必要である。 

・コウノトリも尾根上を通過するところを稀に見かける。かなり広範囲を移動するという情報
もあり、留意したほうが良い。 

・この地区はもともと林業が盛んなことからスギ林が荒れておらず、また自然度の高い二次林
も残っており、それらの環境に依存している鳥も多い。 

・谷によって地質が様々な面があり、新たな林道を作ると危険なところもあると思われるので
土地改変の区域については配慮してほしい。また、樹木の伐採も近年では台風が大型化して
いることもあるので、風の被害を最小限に抑えるためにも配慮が必要である。なるべく土地
の改変は避けるようにし、既存の林道を活用してもらいたい。 

地元鳥類
研究者 

鳥類 ・文献調査で参考とした図書、また、重要な種の選定基準とした図書に問題はない。 
・この地区で出現する猛禽類はほぼリストアップされているが、チゴハヤブサも出現するので
留意すること。 

・魚類項目で、アメマス類、メダカ類と表記しているが、福井レッドデータブックの表記に従
い、イワナ、キタノメダカとの記載で良い。ミナミメダカは福井県には分布していない。 

・注意喚起メッシュの区分けで現地の自然環境や鳥類の出現率が区切られるわけではないの
で、情報がない区域だからと言ってバードストライクの危険性が低い区域だと安易に判断し
ないこと。 

・コウノトリの生息状況として各地での滞在日数が掲載されているが、移動データが公表され
ているようだったらそれも資料として掲載すると良い。福井県内では繁殖しているペアも多
い。 

・コウノトリが鉢伏山付近の高空でも確認された情報がある。移動時のルートとすることがあ
るようなので留意して調査すること。 

・猛禽類等の大型鳥類とは違い、小型鳥類に対しての調査方法は確立されていない。ゆえに、
様々な方法の検討・アプローチを心掛けるべきである。昔、越前・南越前地方ではかすみ網
が盛んだったため、網場の痕跡が残っており、昔の空中写真から探ることも可能である。そ
こは小鳥が多くの鳥が低いところを渡っていた場所である。よって、網場情報を整理して、
調査の選定や事業計画を検討する際の資料とすると良い。 

・この地区におけるクマタカの生息密度は高い。しかしながら繁殖成功率は低く、クマタカの
繁殖状況および行動圏を把握することが難しいと考えている。そのため、過去の調査データ
を活用するなど、なるべく多くクマタカに関するデータを蓄積し、行動圏の把握に努めると
良い。 

・クマタカにとっては帆翔上昇を行うエリアの環境も重要となる。谷からの吹き上げも利用す
るため、完全に尾根上に合致するわけではないが、尾根上に風力発電機の配置を検討する際
には十分留意する必要がある。 

・南越前から滋賀県の地区に他事業が計画されているが、その事業との累積的影響が懸念され
る。どちらか一方ならば良いが、両方が建設されると定着個体にとっても、渡り個体にとっ
ても移動経路が狭まるため、一事業の建設よりも影響が大きくなると考える。 

・風力発電機建設される際の景観にも留意しなくてはならない。平地からの視点だけではなく、
登山の際などの眺望点からの眺望についても留意すべきである。大型の風力発電機となる
と、かなり遠くからも視認できることが想像できる。 

・累積的影響という観点では、いま福井県全域で風力発電の事業が計画されており、県内に風
力発電機が数多く建設された時、鳥類にどういった影響がどう出るのかが心配である。 
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表 3.3-1 専門家等への意見聴取の内容(2/2) 

所属 専門分野 意見の概要 

環境省 
希少野生
動植物種
保存推進
員 

植物 ・この区域の尾根上にはブナ林はあまりなく、また、ケヤキ林も谷部に分布するので尾根上に
は分布していないと思われる。 

・草原については高山性のものはないと思われる。自然状態に近いものなのか、伐採された後
のススキ原なのかは留意が必要である。 

・鉢伏山の周辺ではこれまでに本格的な植物調査はされていないと思うので、調査をすれば重
要な種も出てくる可能性がある。 

・裸地が目立つような伐採区域が広がると、重要な種等の生育状況とは関係なく自然が破壊さ
れた印象を与えることになる。スキー場や登山客が訪れる地区でもあり、やや標高の高いと
ころからの視線が多くなることから、景観保全の意味でも、一般の人に自然破壊の印象を与
えないことも大事である。 

・植生図を作成する際、細かく植生区分けをするのも良いが、例えば幹の太い立派な木が多い
林なのか細い木が多い林なのかがわかるように工夫し、一般の人にもわかりやすいものにな
る事を心掛けてほしい。 

・植生図の凡例として、植物社会学的な区分けはわかりにくい面がある。なるべく現地植生が
イメージしやすいようにまとめる事を心掛けてほしい。 

・径の大きな樹木が多い区域かどうかはあらかじめ航空写真等で目星をつけると良い。立派な
林が存在が確認された場合、そこはなるべく伐採しないようにしてほしい。 

・配慮書の段階では既存資料を整える程度で問題はないが、現地調査の結果としては出現種リ
ストが並んでいるだけでは現地の量的状況がイメージしづらい。「多い～少ない」などの量
的な表現を調査結果に加えるとより良い。 

・広いエリアを調査すると、特殊な環境(岩場、湿地、乾燥地など)が出てくることも予想され
る。そういった環境に何が生育しているかを記録することは重要である。 

・事業を実施することは、どうしても貴重な自然に手を入れることになる。よって、手を入れ
る前の状況はこうだったという記録を残すことが必要である。区域や環境、もしくは植生ご
とに出現種を記録しておいてほしい。 

・既存データにある「特定植物群落」の区域がどうなっているかは、実際に行ってみないとわ
からない。おそらく本格的な調査は近年では初となるので現状を確認してほしい。 

・調査は改変箇所を中心としつつ、この地区の植生傾向を見るためにも谷地や沢に留意して踏
査を行うということだが、それで問題ないと思う。 

・もし重要な種の移植が必要となった場合は、その該当種が生育している他の生育地を周辺で
確認しておき、そこに移すと良い。移植地で生育したとしても、自然に増えていかないと移
植の意味がない。 

・景観への影響は気にする人もいるが、すでに高圧線が多く建っており、景観の変化をあまり
気にしない人もいる。景観は人によって印象が違うこともあるので、留意して進めて欲しい。 

コウモリ
類専門家 

哺乳類 
(コウモリ
類) 

・文献調査で参考とした図書、重要な種の選定基準とした図書に問題はない。 
・ヒナコウモリは冬眠地が敦賀半島に存在することから、遠方の繁殖地との往来時などに事業

実施想定区域及びその周辺でも確認されると考えられる。 
・舞鶴湾の沖合の島にオヒキコウモリの繁殖地が存在する。事業実施想定区域から距離はある

が、毎晩のように京都や兵庫などの遠方にも餌を求めて移動することから、この地区にも飛
来してきている可能性はある。 

・文献調査では抽出されていないが、この地区にはテングコウモリも生息していると思われる。 
・事業実施想定区域の南東側に位置する旧余呉町(現・長浜市)には、大径木が残る自然度の高

い林があるので、樹洞性のコウモリ類（クロホオヒゲコウモリ、ヒメオオヒゲコウモリ、モ
リアブラコウモリ）が生息している。事業実施想定区域にはそういった林が残っていないた
め、これらの種はいないと考えるが、可能性がないわけではないので留意すること。。 

・敦賀湾には海蝕洞があることから、洞窟性のコウモリ類（キクガシラコウモリ、コキクガシ
ラコウモリ、モモジロコウモリ、ユビナガコウモリ、ノレンコウモリ）が生息していると考
えられる。敦賀湾からそれほど離れていないことから、事業実施想定区域でも確認される可
能性がある。 

・バットストライクの起こる可能性がある種としては、ヒナコウモリ、ヤマコウモリ、オヒキ
コウモリ、ユビナガコウモリがあげられる。これらの種は開けた環境で捕食する性質があり、
高空まで餌を追うことがあるためである。 

・事業実施想定区域及びその周辺にコウモリ類が大規模に繁殖しているような洞窟は存在しな
いが、鉄道の廃トンネル等にはコウモリが生息していることも多いので、周辺にそういった
環境があるなら調査を実施したほうが良い。 
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（白紙のページ） 
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